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塩生橋下部工工事
Construction of Shionasu Bridge Viaduct 

倉敷工事事務所第八工事長 卜部孝夫
Takao Urabe 

倉敷工事事務所第八工事長代理 成瀬善果
Yosimi Naruse 

1. まえがき

塩生橋は、児島一坂出ルート岡山県側陸上部の橋梁で

図-1に示すように、 4径関連続鋼!示板箱桁橋である O

この橋梁は、約300m離れて張り出したこつの尾根を

結ぶよう計画されている O 谷部には、上池、 ド池の溜池

が有り、上池の堤防は本線のl白;ードとなっている O

架橋地点の土質は大別すると、盛土(堤防)、足錐性堆

積物、基盤岩(花尚岩類)より構成される O 尾根部には、

地表より比較的浅い所に支持層が有るが、谷部の溜池は、

地表より一1叩Om付近まで

錐性堆積物が堆積積-しており、地表より -15m付近に支持

層がある O

以上により基礎型式は原則的には直接基礎とすること

としたが、溜池内に設置するP2は、

(1)堤体に与える影響を最少限とする O

(2) 基礎形状を小さくし、支間長を小さく出来る構造

とする。

(3) 工事時期が限定されない。

(4) 水中施工が可能である O

等の条件によりニューマチックケーソン工法によるケー

ソン基礎とした。

なお、 P1Aは、地形的条件により深礎杭基礎とした。

ケーソンの刃口は、堤体のり尻より 5m以上離れるよ

う設置し、沈下掘削時の土のまき込み及びエアブロー防

止のため、ケーソン外周は鋼矢板で囲むものとした。

また、ケーソン沈設による堤体の変状管理を行ない、

堤体の挙動を把握することにより安全性を確認しながら

工事を進めることとした。

今回は、この堤体の変状管理について報告するもので

ある。

2. 堤体の変状管理計画

2. 1 管理方法

堤体の変状管理にあたり、現場データに基づいた安定

性の評価法は十分確立されてはいない。このため、幾つ

かの安定性を評価する指標を定量的に示し、それらを総

合的に判断する必要がある O

よって、本工事では、堤体全体が安定か不安定な状態

かの性状の相違を認識したうえで、①変化の絶対量、②

変化速度、などの諸量に着目し、総合的に判断すること
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図-3 地形模式断面図

とした。

このため、各計測項目について基準値を設定し、堤体

の危険の程度に応じた判断基準と対応策を次のように設

定した。

(注意レベル) I 対応策)

I 工事及び計測をそのまま続行する。

H 工事を続行しながら原因を調査する O

ただちに工事を中止し、応急措置を

施すとともに対応策を講する O
岡
山

2.2 計測

2.2.1 堤体の沈下計測

ケーソン沈設に伴う堤体地表面の沈下を把握するもの

である O 沈下に関しては、作業ヤード造成のための盛土

による圧密沈下と、ケーソン沈設に伴う沈下がー諸にな

り、定量的な評価は困難である O したがって、沈下に関

しては有意な変状(浮上り、急激な沈下等)の把握を主

な目的とする。

計測は、堤体頂部に設置した沈下鋲を定期的にレベル

により測定、その変位置を計測する O

2.2.2 堤体のり肩、のり尻の地表傾斜測定

堤体のり肩、のり尻の地表面傾斜変動量を把握するも

のである。

本四技報
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計測は、のり肩、のり坑に設置した固定傾斜計により

行なうものとする O

2.2.3 堤体のり面の伸縮量の測定(相対変位)

堤体地表面の伸縮変動量を把握するものである O

計測は、堤体のり面に設置した伸縮計により行なうも

のとする。

2.2.4 堤体基礎地盤の変動量の測定

ケーソン沈設に伴う堤体基礎地盤の変形を把握するも

のである O このうち、堤体の地盤内沈下に関しては、前

述の堤体沈下と同様に盛土による圧密沈下と、ケーソン

沈設に伴う沈下がー諸になり、定量的な評価は困難であ

るO したがって、沈下に関しては、有意な変状の把握を

主な目的とする O

水平方向変位については、基礎地盤のすべり面の推定

を行なうために、土層別の変位量を把握するものである O

計測は垂直水平同時測定装置により行なうものとする O

2.3 管理

2.3.1 基準値の設定

前述したように、現場データに基づいた安定性の評価

法は十分に確立されていなし ¥0 このため堤体の安定を地

すべりと同等の問題と考え、傾斜及び、伸縮量については

道路土工 のり面・斜面安定工指針(社I司法人 日本道

路協会)を参考に基準値を設定した。沈下に関しては、

盛土による圧密沈下とケーソン沈下に伴う沈下が J者に

なり定量的な評価が困難なことから有意な変状(浮上り、

急激な沈下等)が生じたときに、その原閃を追求し、対

策を講ずることとする。

水平方向変位により堤体全体の安定性を定量的に評価

することはむずかしいため、ここではせん断ひずみに着

目して基準値を設定する O 掘削工事におけるヒーピング

の検討においてセン断ひずみ(ム δ)に着目し、ム δが

1 %になったとき安定検討が必要(r挿人式傾斜計による

計測管理、基礎工Vo1.12NO.5 1984.5)とあることからこ

の値を参考に基準値を設定する O

設定した基準値は表-1のとおりとする O

2.3.2 管理値の設定

本工事において最大変位を生じると思われるケーソン

表-1 基準値

討をごと H 皿

垂直水平同時 せん断ひずみ 。 イシ

測定装置 0.6-0.8% 0.8-1.0% 1.0%JJ上

週変位量 0.5分 週創立量 0.5-3.0分 週変{立量3.0分以上
固定傾斜計

月。 2.5// 月。 2.5-8.5今 月。 8.5 ク

日変位量 0.1mm以下 日変位量 0.1-1伽m 日変位量 1.0mmnJ. 
イ申 縮 言十

月今 0.5-2.0II1II 月今 2.0-10伽m 月今 10 // 
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刃口設置時における鋼矢板内掘削時(掘削深さ約3.5m)

の変位は表-2に示すとおり当所設定した基準値に比べ

非常に小さな変位量しか観測されないことから新たに管

理値を設定した。すなわち管理レベルIを実測値の80%、

管理レベルHを実測値の80-125%、管理レベル町を実

測値の125%以上とし、管理レベルに対し対応策を設定

した。

(管理レベル)

H 

(対応策)

T事及び計測をそのまま続行する O

[事はそのまま続行するが、計測頻

度を増すなどし、原因を調査する。

岡
山

11平はそのまま続行川町

究明し付応策を講じる口

表-2 実測値に基づいて決定した管理値

¥¥¥¥鋼矢板内掘削l 管理レベル

時の実測T直 I E 田

垂直水平|両l時
変形量 180醐

変形速度

測定装置
変形速度

変形速度
変形速度

5.6冊目/Il (巌大)
4.5酬/11以ト 4. 5mm/ fl以|

4.5mm/日以l

かっ3Il連続

[制定傾斜計

変形量 3.96分
変形速度

変形速度

変形速度
変形速度

0.72分/Il(最大)
0.6分/Il以ト 0.6分/Il以|

0.6分/fl以i
かっ3Il 連続

変形量 2.0mm 

伸縮百十 変形速度
変形速度 変形速度

変形速度

0.4醐 /fl(最大)
O.3mm/ []以卜 l 0.3醐/H以上 0.3胴/H以上

かっ3H連続

3. 計測機器の配置

計測機器は、図-4、5及び表-3に示すとおり各計

測機器を設置した。

表-3 計測機器一覧表

項目 使用計~ 測定機器 測定方法 数量 測定頻度

沈 ド沈 鋲レベル 手動測定 15か I!片施l期間中

1 fl 1 [oJ 

傾 斜闘定傾斜計
差動トランス式

6か所 施工完f後イシ

同定傾斜計
lか月

のり面相対変位伸 縮 計 f申純白計 白戸己記録 3かPfrl 週2同
施1:完了後

IH)草動トランス式
垂直・水平[oJ時 (ローラー型)傾斜計 1か所 2か月

基礎地盤の変形
調IJ定装置 (V)磁気探索式層別

手動測定
(21.5m) l週l回

沈ト計

4. 計測結果

計測結果の代表的なものを表-4及び図-6に示す。

また、作業形態別の最大変位量及び変位速度を表-5に

示すO

5. 考察

ケーソン沈設工事に伴う近接堤防の変状管理において

現場の計測データに基づいた安全性の評価法は十分確立

されていない。測定時の変位量から地盤の応力状態を推

本四技報
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図-4 計測機器配置図
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図-6 側方変位図

定し、破壊に対してどの程度の安全性があるかを想定す

るのは、非常に困難である。したがって、地盤の変位挙

動を測定し破壊に対しての安全性を判定するためには、

類似した実例等を参考に管理基準値等を設定し、破壊に

対する安全度の管理を行なうのが通例である O

しかし、本工事に類似した工事等の信頼性の高い情報

が入手できなかったことから、安全に対する基準を定め、

工事実施により得た測定値によりその後の変状管理を行

なった。

変位はすべて管理レベルH以下の範囲に留まり、工事

による堤体への悪影響は認められなかった。管理レベル

Hに及ぶ変位を勧測した場合も、その原因は全て明確に

することが出来た。

すべての変形の傾向は」定であるが、固定傾斜計及び

沈下鋲の測定値はバラツキが多く、ケーソン沈設工事に

よる影響を明確に出来なかった。
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図-7 側方変位と鋼矢板の変位

また、水平変位及び垂直変位の GL-6mの変位が、

地表面に比べ小さかったことは、ケーソン周囲に打設し

た鋼矢板が地盤のゆるみ領域拡大防止に有効であったた

めと考えられる O

なお、鋼矢板内の掘削時に大きな変形を生じているが、

これは鋼矢板を自立矢板で計画したためで鋼矢板の変形

と地盤の変形が連動したことがわかる(図-7)。

6. あとがき

塩生橋下部工P2ケーソン工事は昭和61年4月より約

6ヶ月をかけ、昭和61年10月31日に沈設を無事完了した。

本工事のように溜池内の仕切り堤防に近接したケーソン

沈設の事例が知る範囲になかったことから堤防の変状管

理は試行錯誤の状態で行なってきた。管理値等について

は今後検討の必要はあるが、方法としては今後の工事の

参考になりえると思われる。

なお、ケーソン外周を囲んだ鋼矢板については、変位

量と剛性についての検討が不足していたことが大きな反

省点である O

最後に本工事に携わられた竹中土木、安藤、伏光組共

同企業体の方々、また、関係各位に深謝の意を表する次

第であります。
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橿石島高架橋PC上部工の施工
Prestressed Concrete Work of Hitsuishijima Viaduct Superstructure 

坂出工事事務所第五工事長

設 計部設計第二課

北川信
Makoto Kitaga明

池 田博
Hiroshi Ikeda (前)児島工事事務所 第一工事長代理

1. まえがき

植石島高架橋は、児島~坂出ルートのうち、植石島内

を南北に縦断し、下津井瀬戸大橋と植石島橋を結ぶ橋長

約1，200mの3-5径間連続PC箱桁橋である(凶-1) 0 

本高架橋は、上層が道路、下層が鉄道の二層構造と

なっており、支間35m及び40mの等径間部と支問52+2 

@68+52mの不等径間部で構成されている o 1 P -9 P 

間道路橋は、一般的な上下線分離構造であるが、これを

支持する橋脚受梁には皿種PC構造、また支承には、ゴ

ム沓(リング沓)を用いて水平力を分散させる構造が採用

されている O

9 P -30P間道路橋は、上下線を一体構造とし、橋脚

の受梁と主桁とが剛結された立体ラーメン構造とするこ

とによって耐震性の向上をはかつている O

一方鉄道橋は、 4P-8P区間を除き、すべて連続P

C箱桁橋で、道路橋の支持形式に対応し、ダンパー沓、

固定沓、可動沓を使い分けた支持形式となっている。当

面、暫定2線(在来線)で計画されており、完成4線に対

しては、張出し床版の一部をRC構造とし、拡幅の施工

ができるよう配慮、している O

本稿は、植石島高架橋 1P -30P間上部工の施工概要

を報告したものである O

2. 施工法の選定経緯

植石島高架橋の特長としては、

① 道路、鉄道の二層橋である O

② 施工高が径聞により変化する O

③ ランプ橋が併設され、主桁断面が大きく変化する。

④ 桁の支持条件に剛結タイプと支持タイプがある。

⑤ 中規模径聞の橋梁が連続するD

等があげられるの

12 

本橋の施工法は、これらの条件を加味して文献1)の検

討を踏え、表-1に示す工法が提案された。その後、 9

P-16P聞の施工法については、

① 本線沿に大規模な地組ヤード、進入路が必要であ

るD

② 架設桁の移動ごとに、大量の資材の上げ下しが必

要となる O

③ 押し出しブロック製作ヤードの確保がむずかしい。

等の理由により見直され、大型移動支保工による張り出

し工法に変更された。また、 20P-30P聞は、この大型

移動支保工を転用することが考えられたが、工程上の理

由から転用が出来ないことが判明したので、施工法を再

検討した結果、道路橋は移動作業車による張出し工法、

鉄道橋は、移動吊支保工が採用されることになった。

3. 施工

3. 1 施工概要

当工事は、 1P -20P問、 20P-30P聞の 2つの工区

に分けて発注された。主要工事数量及び実施工程表は表

-2、表-3に示すとおりである。

3.2 1 p，...， 9 P聞の施工

本区間は、橋脚道路梁、道路橋、鉄道橋の順に施工を

行うこととし、道路梁の施工完了後、 1P-5P聞の道路

橋上り線と 5P-9P間道路橋下り線を同時に着手した。

表-1 施工法の選定

lP-9P 9 P -16P 16-20P 20-30P 

道路橋
支保工施工

既設架設桁による 移動作業車による 移動式支保工に

支保工施工 張り出し施工 よる張り出し施工

lP-9P 8 P -16P 16-20P 20-30P 

道路橋
支保工施工 押し出し施工

移動作業車による 移動式支保工に

張り出し施工 よる張り出し施工

4X35，∞0=140，000 4 X35，000= 140，000 

⑪ 

図-1 橿石島高架橋一般図
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支保工は、既成の四角支柱を使用し、梁材のH鋼上

に枠組支保工を組み立てる構造とした。その基礎はコン

クリートのベタ基礎を主にしたが、載荷試験によって支

持力が不足すると思われる筒所はH鋼ぐいで補強した。

道路橋の支保工転用は、片方車線の施工が完了した後、

型枠及び枠組支保工の解体を行ない、支柱部を一括で横

移動させ、工程の短縮をはかった。このため、支柱部は、

上下線いずれか巾員の大きな方に合わせて組み立て、上

部の枠組支保工で調整した。また、通常のステージング

支保工に比し、支保工高が高いこと、コンクリート打設

時の水平力への配慮、横移動時の支保工の剛性アップ等

の必要性により単管の継ぎ材の他、ターンパックルを使

用し補強を行なった。

支保工の横移動は、油圧ジャッキを使用し、各々の支

柱をジャッキアップし、横取ローラを挿入し、センター

ホールジャッキを使用し移動させた。

支保工移動状況を写真一 1に示す。

コンクリートはすべてポンプ打設とし、道路梁は3回

で打設した。また、橋体コンクリートは、支点前方7m

の位置に鉛直継目を設け、下床版、ウェブと上床版の 2

固に分けて打設した。

3.3 9 P ........16 P間の施工

本区間は、新しい架設工法である大型移動支保工によ

る張出し工法を採用した。この工法は、上段の道路橋の

上下線及び下段の鉄道橋を 1台の移動支保工を用いて、

柱頭部から同時に張り出し架設を行なうものである O

3.3.1 大型移動支保工の機能と構造

今回の大型移動支保工は、彼来のサポートタイプとハ

表-2 主要工事数量
(発注時)

千華 種目IJ 単{、I 数量 備 手d吾

町】3 41.605 
主折J、同IJ結梁

トーーー
(d，必=400kq/cnl)

コンクリート E m.I 2.504 
PRC梁

ト
(σ~k =300kq/cnl) 

R m
3 
3.213 

橋前LL

(d，k = 240kg/cnl) 

~! 枠 町l' 123，293 

3失 筋 t 6，805 S D30， S D35 

鋼 +半 ky 712，135 
SBPR 95/120，併32

(主鋼棒鉛j{(横桁)

PC 鋼材 鋼 車泉 ky 210，897 
SWPR 1， 12~7 ， 12~8 
(床版、横桁績締)

SWPR 7 A， 7 B 

鋼より線 ky 749，984 ~ 15.2， ~ 12. 7， ~ 12.4 
(主ケーブル、床版被締め)

支 本 kg 341. 715 

鋼角ス卜 yパー kg 103，577 

写真一 1 支保工の移動状況

ンガータイプをミックスしたもので、次のような機能を

有している O

① 1台の移動支保工で道路橋、鉄道橋の施工が出来

表-3 橿石島高架橋PC上部工工事実施工程表

(S. 62.3月以降は F定)

¥¥ 581 59 60 61 62 

12 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 10 1 11 1 12 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 10 1 11 1 12 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1 10 1 11 1 12 112131415161718 

1P-5P H' 

(L =140m) 
準備工 RW (] 4P 

5P-9P HW 

(L =140m) 
E戸口院E

9 P -12P HW. RW RW 8P -9P 

(L = 105m) 

12P -16P HW. RW 

(1. =140m) 
HW 

16P -20P RW 
(L =240m) 

HW 
20P -25 P RW F'" 区= z医:z:a
(L = 200m) 

HW 
25P-30P RW 
(L =200m) 

詳細設計 詳細設計
詳細設言

付属物等

HW:道路檎 RW 道路橋 ーー僑体 1: ~繊而 l

1，460，450 

52 ，OOO+2X68 ，000+52 ，000ェ 240，000 5X40，ooo=200，OO。
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る。

② 道路橋の大きな巾員変化に対応出来る O

① 側径問、中央閉合部の施工にも他の支保工を必要

としない。

その構造は、 2径問に渡る支保工桁2本の上に、橋脚

をはさんで2基の作業台車を設け、道路橋は作業台車よ

り型枠を支え、鉄道橋は作業台車より型枠を吊り下げる

ものであるD また、柱頭部は先行して施工されるため、

支保工桁前方にも作業台車を設け、柱頭部支保工を組み

立てるものとした。

一方、巾員変化に対しては、支保工桁に平行に補助桁

を設け、仮支柱で支えることで対応、した(図-2)。

道路橋支保工は、上り線(下り線)から下り線(上り線)

へ移動する時の桁高及び、橋脚通過時の移動支保工全体の

高さの制限により、約2.5m昇降出来る構造とした。昇

降装置は、経済性及び施工性を考慮し、直接荷重を受け

る部分とは分離させ、型枠支保工の自重のみを負担する

多段式の油圧ジャッキとした。

鉄道橋支保工は、支保工桁より PC鋼棒(1> 32)で吊り

501 Xl50s 
油圧ジャァキ

(b) 側面図

下げる構造とし、前方、後方各々 6本を使用した。

3.3.2 施工順序

本区間の施工順序は次のとおりである O

① 道路柱頭部(剛結梁)、鉄道柱頭部の施工

② 張出し施工

③ 側径間部の施工

④ 中央閉合部の施工

張出し施工は、先行施工された柱頭部より、①道路橋

片車線の施工、②鉄道橋の施工、③道路橋片車線の施工

を1サイクルとし、 1径問内で 2サイクルの施工を行

なった。 1サイクルの所要日数は約30日であった。

側径間部は、 2台の作業台車を並べ、張出し施工と同

様の順序で施工した。凶-3に9P ~ 12 P聞の施工順序

を示す口

コンクリート施Tブロック長は、柱頭部8.0m、中央

閉合部2.0mとしたため、 1回の張出し長は6.25m、側

径:間部は18.5mとなった。

3.3.3 大型移動支保工の移動

大fE!移動支保Tの移動には、作業台市〔の縦横移動と支

一塁

(a) 子面図

(c) 正面岡

図-2 大型移動支保工

14 本四技報



約120日程度を要した。

3.4.2 張出し施工

道路橋は、上下線一体と

なっており、rtJ員も変化す

るため、中型2主枠のワー

ゲンを 2台並べて施工した。

1回当りの張出し長は 3-

4mのブロックとし、上下

線床版を」時的に中央で分

割し、張り出しブロックよ

り1ブロック遅れて中央の

床版の施工を行なった。こ

のため 1サイクルに約11日

程度を要するため、雨等の

影響で工程が左右されない

よう、ワーゲンに屋根等を

設け施工することとしたが、

ピーク時には、 20P-30P 

問も合めワーゲン20基で施

Tした。
3.4.3 側径間の施工

側径間部は、施工高も高

く、施工長も長いため、非

対称張出し、逆張出し等も

考えられたが、①主鋼棒数

量が増加する、②アンバラ

ンスモーメントが大きくな

る、③仮主柱を必要とする、

等の理由から、地上からの

支柱式支保工で施工するこ

ととした。側径間部のコン

クリートも、下床版、ウェブ

と上床版の 2回で打設した。

道橋の張出しを道路橋より 5ブロック程度先行させ上下

作業とならないよう配慮した。

3.4. 1 柱頭部の施工

道路柱頭部は、鉄道梁より施工幅が大きいため、鉄道

梁上にH鋼梁材を敷き基礎部分を広げ、この上に、 H鋼

支柱を組み立てた(図-4)0 H鋼支柱は、その解体に際

し、柱頭ブロックが完成すると上空が制限され複雑にな

ること、高所における解体作業を極力減らすこと等の理

由で、ユニット化したベント型式とした。また、支保工

の解体は図-5に示すように、道路柱頭部に支保工を吊

り上げ、 H鋼支柱を抜き取った後、上部支保工を鉄道梁

上に紅下し解体した。コンクリートは、柱部 1回、梁部

2回で打設し、所要日数は最大の17P、18P、19Pで約

保工桁の径間移動がある。作業台車の移動は自走装置を

有しており、比較的容易に行なえたが、径間移動は、作

業台車 2台を常に移動後方径聞に位置するようにして移

動した。また、鉄道橋型枠支保工の移動は、鉄道梁と桁

本体の間隔が小さく、この間を通過させることが困難な

ため作業台車にセットしたウインチに盛り替え鉄道梁の

下を通過させることとした。このほか、橋脚通過時に作

業台車の横桁を打りたたむ作業等があり、径間移動には

約3日を必要とした。

3.4 16.......20 P間の施工

本区間は道路橋、鉄道橋とも移動作業車で施工を行い、

①道路柱頭部(剛結梁)、②鉄道柱頭部の順に施工し、鉄

@ 

市

l

l

m一

パ州一

:J [-7!!:=.ï可ITi自在l~..，:j;j~2四百 Eb 

幸一時ii417主山 p 

⑪ 

Tでで.:~二::::::二;::::二二;;:;;:;:::;;:7;;;;;二\;;;;;;:;::;:;;
|町叩守刑3 m ←'F-"t' 一 m 一 l ハ l 叩

3.5 20p.......30P聞の施工

本区間の施工順序は図-

6に示すとおりであり、道

15 

路橋、鉄道橋それぞれの施

No. 

9 P~12P聞の施工順序図-3
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ケビンデスターブ世 32

(i字上り¥ltiJl-)
2 ，050 I 2，200 I 2，200 I 2，050 

(a) 正面[文 (b) 側面図

図-4 道路柱頭部支保工

① ② ① ④ 
H-588X300 

/ 
50 tセンターホール iト~lR限限マぞ午!ゴ7竺'7-7

ジャッキ

比三Jケビンデスタープ

(併 32)

|ヒ日tl::~三二三!也]11 ¥一町取台特車
i 布置mJ ft\--~一一

(砂箱
キリンジヤソキ

躍t
-町 J事

国立図

日

!長版理i枠材

同
吊り装置用H鋼(H-588x 3(0)を架設し、ケピンデ

スタープで闘定する。

支柱のボルトを取外し、横取台車で吊り 底版~!枠材、トラスベンド及鋼材をセンター 吊り装置を解体後、鉄道梁上の

上げ横移動する。 ホールジヤソキでf全身に鉄道梁までtl下させる。 型枠材、トラスベンド、鋼材を

(ゲピンデスタ←ブはカップラーで継起す) トラソククレーンで徹去し、
吊り材ゲピンデス宇一プ(1)32)及、 50tセンタ←ホ←

ルジヤソキを据付け加1Iする。
被移動終 f後、亨リ←ク Lーンで支柱を 型枠支保Eの解体を終了する 0

III~ り下へ降す。

砂箱、キリンジヤソキを徹よーするυ 全支柱を撤ょする υ

図-5 道路柱頭部支保工の解体手順

工が上下作業とならないように工程調整を行なった。

道路橋の施工は、 16P-20P聞と同様であるが、支聞

が40mと短かいため、 1橋脚当りの張出しブロックが8

ブロックと少なくワーゲンの組立て、解体が工程に影響

を及ぼす。このため、下段作業床は、ワーゲントラスよ

り高揚程の電動チェーンブロック 4台で、一括吊上げ、

吊り下しが行なえるようにし、工程短縮をはかった。ま

た、中央閉合部の一部は、吊支保工を使用せず、ワーゲ

ンを使用して施工した。

鉄道橋は従来のゲリュストタイプの移動支保工を使用

したが、従来に比し、支聞が長く、載荷荷重も大きいた

め、支保工桁は 4本を使用した。また最大施工長は48m、

コンクリート量は約510m3程度となり、分割打設か一括

打設かを検討したが、支保工桁のたわみ等による影響を

考慮し 2台のポンプ車を利用して一括打設した。本区間

16 

の一径間当りの施工日数は約28日程度であった。

4. 施工管理

4. 1 コンクリ一卜打設

各工法ごとの 1日当りの平均打設量を参考に示すと表

-4のとおりである O

4.2 緊張管理

緊張管理は、道路橋施工便覧によるものとし、各定着

工法の特性により、摩擦による管理及び引張力と伸びに

よる管理を使い分けた。

また、 20P-30P問鉄道橋は、 PC鋼より線(SWPR

7B 12T15.2)を順次カップリングする鋼材配置とした

が12T15.2の接続具は、国内での施工実績ないため、表

5に示す安全性確認試験を行ない採用した。

本四技報
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図-6 20 P ---30 P施工順序

4.3 上げ越し管理

本高架橋は道路鉄道の二層橋であること、また、架設

方法として、支柱又はガーダーを用いた分割工法、大型

移動支保工による張出し工法、及び、ワーゲンを用いた

張出し工法なと種々の工法が採用されている O

このため、上げ越し管理においてはそれぞれの構造形

表-4 各工法ごとの平均打設量

施工法 施 L区間
コンクリー 施 r日数 平均打設
ト量 (m') (tI) (ば/日)

支保 L 施[
道路橋 1P-9P

6，620 520 12.7 
鉄道橋 1P-4P

大型移動支保[に 道路橋 9P -16P 
10.740 840 12.8 

よる張り出し施 r鉄道橋8P-16P

移動作業車による 道路橋16P-20P 7，100 555 12.8 

張出し施工 鉄道橋16P-20P 3.300 365 9.1 

移動吊支保 I 鉄道橋20P-30P 4.190 520 8.1 

No. 43 '87. 7 

式、架設方法の特性を十分

考慮し完成後の機能、景観

面で、支障をきたさないよ

う対処することが必要であ

るO

ここではHVa16P~20P

道路橋(4径関連続ラーメ

ン橋)について上げ越し管

理上の留意点、及び、、測定

結果について述べることに

する O

4.3.1 たわみの要素

1...げ越し量の算定に考慮

するたわみの要素は表-6

のとおりである O

4.3.2 構造の特殊性に

対する留意点

構造及び施工順序等、た

わみ管理上次のような特色

を有しているD

(1) 本区間は、剛結梁を介

して支持された立体ラー

メン構造であるため、主

桁の張出し架設の進捗に

伴って剛結梁のたわみが

表-6 たわみの要素

たわみの要素

(]) 主桁のたわみ

部 1(2) 剛結梁のたわみ
材|
要 1
(3)脚れのt'.Hlrl

素 1(4) 支保 rの変f¥j:
(5) 美観J-.のあげこし(支問中央で20剛一考慮)

(1) 臼重

術1(2) プレストレス及びプレストレスの減少

妻I(3) 橋前19哨承
素 I(4) クリープ変形

(5) 別枠支保 L等仮設術革

式験 Jj( fl 

表-5 安全性確認試験

備g
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表-7 HVall P剛結梁のたわみ

(単{立:mm) 

測定たわみ スパン中央
測定時期

@ ⑪ @ 計算たわみ

第 lプロゾク張出し後
2 

S.60.1O.26 
ト一一

第2プロック張出し後
3 2 3 4 

S.60.11.21 
トー ←一一一一一

中間閉合完 f後
6 5 3 4 

S.60.12.20 

橋体1:完 f後
6 5 3 5 

S. 61.2.5 
一一」一一一一一一一一一一一

発生する。また、橋軸方[ilJのアンバランスモーメント

による橋脚の回転変形と、剛結梁のねじり変形が主桁

のたわみに影響する O

(2) 道路鉄道の三層構造で、同時期に施.Lされるため、

鉄道橋の張出し施 Lによるアンバランスモーメントが、

道路橋のたわみに影響する O また、先行して施工され

た鉄道橋の閉合後には、鉄道橋の主桁がつっぱり材と

なって橋脚の回転を拘束する可能件ーがある。

4.3.3 測定結果

(1) 剛結果のたわみ

剛結梁(HVallP)のたわみは表一 7に示すとおりであ

り、計算値とよく -致しているのまた、橋体完成後の橋

面死荷重、クリープなどによるたわみについても上げ越

し計算に反映させている O

(2) 橋脚の回転変位

橋脚天端における回転変位と、アンバランスモーメン

トの関係は表-8に示すとおりである。

これによると、鉄道橋の閉合が、道路橋のたわみに及

ぼす影響は当初の予測よりさらに少なく、上げ越し計算

上これを無視したことは、妥当であるといえる。

(3) 上げ越し量

HVa17P橋脚の上げ越し量を見込んだ予定計画j高と、

実測高は図-7に示すとおりである O

18 

表-8 橋脚回転変位 (HVa19P)

ア 橋脚同転変位/アンバランスモーメント

(rad/tm) 
測計定算値値

数タ
測定値 計算値

①鉄道橋閉合前 7 1. 384 x 10-7 1.121 X 10-7 1.235 

②鉄道橋間合後 10 1.083X 10-7 0.699X 10-7 1.549 

①+②全データ 17 1.099X 10-7 * 1.121 X 10-7 0.980 
※上げ越し計算は鉄道橋閉合の影響を無視して行なった。

凡~J ー一一- f'定吉tu曲l高 一一一一測定計肉高

図-7 Hva 17P道路橋上げ、越し管理グラフ

5. あとがき

本稿は、植石島高架橋の上部工の施工法を主に述べた

ものである O 工事は、昭和62年 1月に最終の桁が連結し

現在、橋面工、橋梁付属物等の施工を行なっている。

昭和62年 8月まで本工事は継続され、その後、舗装工

事、軌道工事等にヲ|き継ぐことになるが、本工事に尽力

された関係各位に紙面を借りて謝意を表します。
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岩黒島橋のケーフル定着フロック及び支承の設計・製作
Design and Fabrication of Cable Anchor 810cks and 

8earings on Iwakurojima Bridge 

児島工事事務所第三工事長大田 享
Tohru Oota 

児島工事事務所第三工事長代理 藤原 亨

1. まえがき

岩黒島橋の設計製作に関しては、これまでに、詳細設

計1)、主塔主桁等の製作2)及びケーブルの設計製作3)に

ついて、本技報に報合されている。

岩黒島橋の上部工架設工事は、昭和61年 6月末に中央

径聞の桁を閉合し、ケーブルの最終張力調整、その後の

ケーブルグラウト工も完了し、上部工工事も最終段階に

入っているが、架設工事についての報告は別の機会に譲

ることとし、本稿では、これまで未報告であった岩黒島

橋の付属物の設計製作について報告するものとする。内

容としては、斜張橋である本橋に特有なケーブル定着ブ

ロック及びスプリング脊等の支承類について記述するこ

ととした。

2. ケーブル定着ブロック

2. 1設計

本橋のケーブル定着構造は、桁側塔側とも鋳鋼製の箱

形の定着ブロックを採用した。鋳鋼製の定着ブロックを

用いた場合、応力集中部が少なく疲労面で有利であると

ともに、コンパクトな構造となるので、本橋のように主

構トラス上弦材の格点部にケーブルを定着する場合に有

効である O 図-1にケーブル定着ブロックの概要を示す。

ケーブルに導入された張力は、ケーブルソケットとの

支圧面から定着ブロックのウェブを介し、主構トラス上

弦材ウェプ及び塔のシャイベに伝達されるが、定着ブ

ロックのウェプはデイープビームであるので、 FEM解

析を行いウェブの応力状態を照査し、梁理論による場合

との比較を行った。その結果、ケーブル定着ブロックの

設計応力は、せん断応力度を単純梁とした場合の1.5倍

とし、合成応力度についても照査することとした。

なお、定着ブロックと桁及び塔本体との連結には、 M

30F 10Tの高力ボルトを用いた。また、 1 P側の側径聞

は、パスストップの加減速車線を含む拡幅部となってお

り、ケーブルが橋軸方向に対し傾斜角をもつため、定着

ブロックの支圧面に対応する角度をもたせ、ケープル張

力方向に対し定着面が垂直になるようにした。

2.2 製作

(1) 定着ブロックの種類と数量

No. 43 '87. 7 

Tohru Fujiwara 

図ー 1 ケーブル定着構造

調整シム (t~50.125)

11$'イプ 88筒 8 $'イプ 88筒

~llt 164.6千kq 上一一一 一一合計 419.679旬

図-2 ケーブル定着ブロックの形状友ぴ製作数量

定着ブ口 yクは主構側と塔側に大別されるが、組込筒

所により多少形状寸法が異なる D 図-2に定着ブロック

の形状と製作数量を示す。材質は SC46とし、製作にあ

たっては本四公団「鋳鍛鋼品製作基準」を適用した。

(2) 製作手順

定着ブロックの製作は、凶 -3 に IJ~す工程に従い行

なった。

(3) 鋳造

本橋のケーブル定着ブロックは、その重量に比べ外容

積が大きく、肉厚(T)に対し高さ (H)の比が大きいた

め、鋳鋼品としては内部の健全性を確保しにくい形状で

ある O 板状のものの押湯の給湯範囲は、肉厚に対し4.5

T程度であることが実験的に求められているO 本定着ブ

ロックのように Hが20T程度の場合には、押湯側と末

端部との中間部の肉厚中;c.、部に線状の引け巣が生じるの
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で、冷し金や付肉などにより押湯の効果を増大し健全域

の拡大をはかる必要があり、製作にあたっては、図-4

に示すような鋳造方案を採用した。

(4) 非破壊検査

鋳放品の非破壊検査は、全数について超音波探傷試験

造| ー一一y--J |検

査
一¥γ----

-JL 

1 
〈く語材¥〉放料1検試/ケ孟験:〉〉

鋳 11

ぞタf計J¥二
(鋳仕上

仕

ー上
11 r~~ ~ー「

塗

ーー」ー一一一---1-

図-3 ケーブル定着ブロック製作工程

(a)主構側ケーフ予ル定着ブロァク (b)塔側ケーブル定着ブロソク

度

数

20 

図-4 ケーブル定着ブロック鋳造方案図

70 -

nニ172枚
60 -

50 

×工6.2
40 

30 
3級以内合格

20 -

10-

仁三正121416|18m2二一二;口 砂かみ数

図-5 主構側ケーブル定着ブロック放射線透過試験実績

及びコーナ一部の磁粉探傷試験を行なうとともに図-2

に示す種類ごとの初回品に対し放射線透過試験を実施し

た。図-5に放射線透過試験の結果を示す。非破壊検査

の結果は、すべて品質許存限界を十分満足するもので

あった。

(5) 寸法精度

鋳放部の寸法許容差は、 JISB 0412 (鋳鋼品の普通寸

表-1 寸法区分及び許容差

区 分 許 容 R 

鋳放、f法 ]1580412中級を適用

片面背肉lj!手り加 l
iト限鋳鋳L限+飲放詐存肉肉帥寄容厚1厚同該値/値の1当マプ0部0イァ0のナス長側スき許倒寸昏針法僻描部の 、1・it

C 

両面削り加工
]lS 80405中級を適用

寸法 M

ボルト接合而
]lS B0405精級を適用

聞の幅寸法W

接合耐のボルト孔 両の端相接対合誤面差のはボ1mルm以ト内引L群 Jj1L隣最ピ接大ッ孔JチL誤ビピ差ッァチチミ三，±±00..25mmm m 

ボルト孔縁端、f法 ボルト孔(M30)の最小縁端距離は52mmを確保

表-2 仕上形状精度

形状精!支 'Î午千五/~ jJ象f附，9r 止二 義

ウェブ"'j!-郭[由i(囚.J'iJ、)の

E車中i由通5 mm 
中心(基準中心)に対する

ボルトJぜ{tフランジの外

郭l耐(園、Ji};)の中心の11会
し、

対象!主 ト~--ー ト一一一一一 一
ボルト摩擦接介lifillll(回

j昌寸法)の中心()，!;it'tJ心)

1 mm にjJ寸る 21闘のソケァ

卜¥EJiJfl孔ピソチ(回、j
ilJ、hlょの中心の1Eい

ソケソト;主将耐(回I自i)及

1臼刊白ti(J 角度 0.3mm 
びソケソト定着用孔の中

心線(困)に対するボルト

摩僚接合l自iのlO角誤x

ボルト摩擦接 {;-lfIi(回 国白I白j)問の、|咋j誤，f
、lえれ一度 O.3mm (1 C，-C21) 

ボルト摩擦佐 {tI古!の、v吟/時価
、F由良: 0.2mm 

I(U J~~ ノ:f';

写真一 1 ケーブル定着ブロック組込み状況

本四技報



法許容差)の中級とした。また、機械加工部の寸法許容

差は、1ISB 0405 (削り加工寸法の普通許容差)の中級と

し、主構及び塔との接合面の平坦度、平行度等の形状精

度及び両端面の接合ボルト群の相互のズレ、縁端距離を

重点事項として製作を行なった。表-1、2に、形状精

度の詳細を示す。ボルト孔の原寸フィルムゲージは、桁

製作時のものと照合し使用した。写真一 1は、主構トラ

ス上弦材への定着ブロック組込み状況を示すものである O

3. リンク支承

3. 1概要

本橋の支承形式及び支承位置を表-3に、タワーリン

ク、エンドリンク、三角リンクの構造図を図-6に示す。

本橋のリンク支承は、いずれも鋼板製のリンク本体と

鋳鍛鋼品のボスとを溶接接合するハイブリット構造であ

り、タワーリンク、エンドリンクには、架設時及びブッ

シュ交換時の作業性を考慮し、前者に 1か所、後者には

2か所継手を設けー M30FlOTの高力ボルト接合とした。

タワーリンクはリンク長が6mと比較的短いため、リ

ンク自体の変形が期待できないことなどから、上下の取

付点を橋軸及び橋軸直角方向に回転可能な球軸構造とし

た。また、ボス部は大きな引張応力が生じ引張応力振幅

も大きいため、鋳鋼品特有の欠陥が疲労上問題となるの

で鍛鋼品とし、ボスの外形は製作上の配慮から 8角形と

した。

エンドリンクは、端部パネルにカウンターウェイトコ

ンクリートを打設し、常用荷重時には負反力が生じない

設計としているため、主荷重は圧縮荷重であり、三角リ

ンクは、橋軸方向の地震荷重が主荷重であり、どちらも

鋳鋼品のボスとした。

3.2 各部の設計

本橋リンク支承の設計反力を表-4'こ示す。リンク本
体の設計断面力は、最大又は最小反力による軸力と、ピ

ン(タワーリンクでは球軸)とブッシュの摩擦により生じ

塔H外嵯

リンクブずラケソト

(a)タワーリンク (b)エンドリンク

る曲げモーメントとし エンドリンクについては、リン

クの製作誤差([/1000)により生じる曲げモーメントも

考慮した。

ボス部の応力計算は、 J.Bekeの近似計算法を用いた。

表-3 支承形式友び支承位置

項目| 内容 備考

l 鉛直|中間支点|タワーリンク(刷式)

支ゑ|端支点|エンドリンク(-f受付)

①|形 式|橋軸方向|三角リンウスプリング各+ストソパー沓
水平支承|

両端弾性固定

横軸直角方向|
|ウインド符

水平支承 l

千両

配置

支本
②1 ~ :':'1塔柱部
位置

J ビン

..--------，納受

一¥¥キャァプ

些¥ 、ボス

端部

¥¥¥アンカーボルト

表-4 設計反力

般大

2，881 (常時)

1，299(れbUJ)

1，200(地裏時)

スプリング符

(ton) 

段小

383(れ以}J)

-2，716(常時)

1，200(地震時)

(c) :'lljリンク

図-6 リンク支承構造図
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ただしエンドリンクは最大軸力が圧縮力であるので、

FEM解析を行ない応力度を照査した。また三角リンクの

ボスは特異な形状をしているため、 FEM解析により通

常のボスと最大応力を比較検討し、 J.Bekeの近似計算

法による値の1.35倍の応力で設計することとした。許容

応力度は、鋳鋼品のボスについては欠陥を考慮し許容応

力度を15%低減した。また、リンク本体については高い

応力集中(応力集中係数3)を考慮しているので、常時荷

重では比例限(0.8σy)を、異常時荷重に対しては降伏

点応力を許容応力度とした。ボス部の最大引張応力部及

びリンク本体とボスとの溶接部については、疲労応力を

照査した。

軸受、ピンの設計は、本四公団「吊橋リンク支承構造

設計指針(案)Jによった。エンドリンクピンは、ピン径

が900mmと大きいためスリープ構造とした。軸受のブッ

シュ厚は摩耗量により決めるが、大きさに比べて薄すぎ

る場合は製作上より厚さを決めた。ピンの回り止めとし

ては、キャップにシャーピンを設け、ピンと軸受との摩

擦により生じるトルクの半分が作用するものとし、残り

半分はピンとリングの摩擦でとるものとした。

3.3 製作

本橋リンク支承各部の材質及び製作数量は、表-5に

示すとおりである O リンク支承製作の概略工程として、

タワーリンクの例を図-7に示す。

製作にあたっては、関連する本四公団製作基準及びリ

ンク支承関係の材料規格に基づいて行なったが、製作上

の特徴及び、留意事項は次のとおりである。

a ).鋳鍛鋼品の溶解は塩基性電炉を用い、溶鋼の成

分組成管理は、完全溶落、酸化期及び還元期に炉

内から試料を採取し、分析結果を基に成分調整を

行なった。成分組成の検査は、とりべ成分分析に

よった。

b) .機械的性質試験材は本体付きとし、本体と同一

の熱処理を行なった。ボスについてはリンク本体

との溶接後応力除去焼鈍を行なうので、試験材に

ついても試験片加工前に同様の熱処理を行なった。

c ).鋳鍛鋼品のす法許容差は、1ISB 0405削り加工

寸法の普通許容差の中級、及び1ISB 0412鋳鋼品

の普通許容差の中級とした。

d) .ボスとリンク本体との溶接については、溶接施

工法確認試験を行ない、溶接施工法の適否の確認

及び溶接条件の設定を行なった。

e ).各リンク支承は仮組立検査を行ない、ピンの中

心間距離、軸芯の通り等を検測するとともに、タ

ワーリンク、エンドリンクについては、ボルト子し

の精度を確認した。

表-5 材質友び製作数量
)
 
O
U
O
 

L
民(
 

医分 タワーリンク エンドリンク J角リンク

品名 材質|重量|材質|最量 材質|重量

ボ スISF::Q~.~ 27，340 SCMn2A 15.394 SCMn2A I 10 ，432 Modify 

軸 1: I HBs~~4 5.448 
HBsC4 

2.032 HBsC4 547 十 SL 十SL 十SL

ピ ン SUS431 12.438 
SUS431 

12，440 ISUS431 I 3.774 +SF55A 

キャップ SCW49 1.675 SCW49 
3，出6SS仁MW叩49Y|14I，?212 

本 体 SM50Y 8.564 SM58 14 ，488 I SM 50 Y I 4 ， 841 

その他 1.616 2，121 I 399 

1lI1H生当り 57.081 I 1本1]り 14598972341 川I4本本当り1| 284 t却5

D 、 戸十 4 慕 228司324I 4 本 820 

注) 三角リンクは連結材の数量(設計数量5，672kq. SM 50 Y)を除く

戸
止

図-7 タワーリンク製作フ口一
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(1) 各部の製作

1) .ボス

タワーリンクボスの材質は、低温靭性が高く比較的溶

接性のよい1ISG 3204 SFVQ 2 Bをベースとし、成

分元素Ni、Cr、Moの増減をはかった SFVQ2 B 

Modify材とした。造塊鋳込時に真空脱ガス処理を行な

い、鍛造終了後、中心孔、外周余肉のガス切断、両端面

の荒削りを行なった。ガス切断作業にあたっては、事前

に材料特性、切断時の材料温度、切断速度等に対する試

験を行ない、作業条件を設定した。

エンドリンク、三角リンクのボスの材質はSCMn2 

Aであり、鋳込温度は1530-15600Cを目標とした。

鍛造及び鋳造後の熱処理は、各々図 8 (a)、(b)に示す

条件で実施した。熱処理後材料試験材を採取し、タワー

リンクボスについては機械加工を、エンドリンク、三角

リンクボスについては押湯切断、ショットプラスト、鋳

仕上げ、機械加工を行なった。

2). ピン、球軸、軸受

ピン、球軸等のSUS431材は、取鍋精練を行ない精練

時に真空脱ガス処理を行なった。加熱鍛造後の熱処理は、

ピンの寸法に応じて温度と時間を決定したが、一例とし

て図-8(c)に、タワーリンクピン、球軸の熱処理条件を

示すO

エンドリンクピンはスリーブ構造のため、スリープ材

は外徒及び端面に仕上代を残し内径を仕上げた状態で、

中心コア材は端面に仕上代を残し外径をスリープの仕上

内径に対し0.39-0.47mmの焼ばめイーにを設けて仕上げた状

態で焼ばめを行なった。焼ばめはスリーブを加熱リング

で加熱し、中心コア材を正確に芯出しした後挿入した。

660t: 

イ保持時間:16h ]¥冷
焼入れ 焼戻し

(a)タワーリンクボス

イ制時間TN冷 イ鮒時間 :TN冷
(T:肉厚125mmまでは、肉厚25mm当り 1時間以上とする ) 
T:肉厚125mm越えるものは、肉厚25mm当り30分以上加算する/

(b)エンドリンク，三角リンクボス

1.020t: 

引 |¥空冷

' 保持時間:8 h 
「一一一「
イ制時間:ーγ

(c)タワーリンクピン、 E求軸

図-8 熱処理条件
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焼ばめ後、外径、両端面等の仕上加工を行なった。

軸受の製作、検査等については、関連する本四公団材

料規格に準じて行なった。

(2) 材料検査、非破壊検査

リンク支承に用いた鋳鍛鋼品の材料検査、非破壊検査

は、表-6の検査項目、検査方法により行なった。また、

非破壊検査の要領を表-7に示す。

材料検査

表-6 材料検査，非破壊検査

非破壊検査

部品名 |化学| 機械的性質

成分引両uσU.TI M.T I P.T I V.T 
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表-7 鋳鍛鋼品の非破壊検査要領
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探

傷

式

験

鍛鋼品

(a)等価欠陥サイズ1>4 

以下は合格とする。

( b)世4を越える欠陥及

び密集欠陥が検出さ

れた場合は欠陥の性

状，位置，分布状態

を勘案し、判定する。

鋳鋼品

ASTM A609 Gr U:J. 1を

t-l格とする。

試験方法:]lS Z 2343 

浸 |探傷時期:{l上加L後

透 |探傷箇所

I r一一一一一一
探'

傷

試

験

(1)割れによる欠陥指示模

様がないこと。

(2)線状欠陥指iJ、模様は2級，円形
状指iJ、様様1.12級であること O
なお、分散欠陥指示模様は3群
を適用する O

(3~国守の線tk及び円形状指示模様は請
書される大きさであっても近接した
2個以上の指示模様が断続して存在
し、その相互の距離が2・):Xfの場
合I;t.相Eの長さ及ひ11d離を含めて連
続したlつの欠陥指示模様とみなす

(1)割れによる欠陥指示模

様がないこと。

(2)線状欠陥及ぴ円形状欠陥磁粉模
係は2級であること。なお、分
散欠陥街小筏様は4群を適用す
る。
131欠陥指小綬械がほぼrliJ'線状に
連なって存在し、その相互のifi
離が2mm以トの場fTは相互の長
さ及び距離を合めて連続した l
つの欠陥指小模様とみなす。
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(3) 組立

鋼板で構成するリンク本体の製作は、主構の製作要領

に準じて行なった。ボスとリンク本体との突合せ溶接は、

事前に行なった溶接施工法確認試験の結果に基づき、溶

接条件、溶接材料及び溶接施工者等の管理に留意し行

なった。 溶接終了後応力除去焼鈍を行なったが、温度管

理は (620
0

士20
0

C)x厚さ (mm)I 25時間とした。 溶接部は

すべて、溶接後と応力除去焼鈍後の2回磁粉探傷試験を

行なった。また、ボスとリンク本体の突合せ溶接部は、

余盛ピード仕上げ後X線検査を行なった。判定基準は

JIS Z 3104の 1種及び2種で 1級以上、 3種は不合格と

したが、すべての部位について満足する結果が得られた。

リンク本体とボスの溶接完了後、ボスの端面と内径の

仕上加工を行なった。仕上加工は次工程の軸受の冷しば

めを考慮し、厳しい精度管理を行なった。表-8は一例

として、タワーリンクの加工精度の実績を示したもので

ある O

冷しばめは、軸受を工業用アルコールとドライア千ス

によって冷却し、仕上加工を行なったボスの内面に挿入

した。作業は、軸受とボス孔の正確な芯出し、冷却温度

( -50
o
C前後)、軸受外作の収縮量等の厳重な管理のもと

に行なった。写真一 2は、タワーリンク球軸受の冷しば

め作業状況である O

組立て完了後、寸法、外観等の最終検査を行ない、塗

装を実施した。

表-8 タワーリンク機械加工実績精度

項 日 ，;1 干~ftl( (mm) 実績値(mm)

ボ(掛ス13内00f壬mm寸)11; +0.01090 5 
ボス 8f闘12fiiii -0. 

ボス内径の真円度 0.15 0.00-0.02 

ボス内伐のflj筒!支 0.15 0.01-0.03 

ボス内径のi{(角度 0.5 0.0一0.2

ボス内径の平行度 1.0 0.2 

ボス内(径59中86心mm開)-J jjJ :::f:: 1.0 0.3-+0.5 

写真一2 タワーリンク球軸受冷しばめ

4.スプリング沓

4.1 概要

本橋は橋軸方向弾性同定装置として、llIlばねを組込ん

だスプリング沓を用いている O スプリング奇は表-3に
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示すように、主構トラス端部に 2か所、一橋当り 4基設

置される O 主桁の橋軸方向水平変位は、端部床トラス下

弦材と連結された三角リンクによって鉛直変位に変換さ

れ、スプリング沓に伝達される O スプリング沓 1基には、

皿ばね68枚を重ねたものが5組組込まれており、三角リ

ンクと連結されたロッドの上下移動は、ロッド中間部の

位置決め環及び下部のつばを介して、上下皿ばね座によ

り機構的には皿ばねを常に圧縮するように働く O 図 9 

にスプリング沓の構造凶を示す。

安
)
門

⑫ 

給油給気

パイプ

C
C
N
F
↓T
 

② 
下側l本体

コ
引
斗

@二!???!三」
図-9 スプリング沓構造図

スプリング荷 1基当りの所要ばね定数、移動量は、次

のように設定されており、これがスプリング脊を構成す

る各部材の設計条件となっている O

ばね定数 3，000 ton 11m 

設計移動量 400mm(反力1，200ton) 

移動可能量 442mm

なお、スプリング沓の移動可能範聞を超えるような不

測の地震時に対しては、別途ストッパー沓を設けスプリ

ング沓と共同して低抗する構造としている O

4.2 各部の設計

(1) 口ッド、皿ばね座

ロッドは、本体頂部とロッド下端を支点とする梁の先

端に、橋体の橋軸方向水平移動に件う三角リンクの回転

変位によって生じる鉛直力、水平力及びピンと軸受プッ

シュの摩擦により生じる曲げモーメントが作用するもの
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工程を図-11に示す。スプリング沓の製作については、

本沓特有の皿ばねの製作及ぴその載荷試験について主に

報告することとし、その他の部品については、紙面の制

限もあるので概要を記すにとどめる O なお、ボスの製作

については、リンク沓と同様なので省略するO

名 税L 材質 個数 重量(kg)

① t側本体 SM41 9473 

①下倶IJ 本体 S恥141 14038 

③ ト側皿ばね時 SCMnCrM2A 6374 

④ ド側皿ばね時 SCMnCrM2A 7531 

@ロ ソ ド SNH24-5 2517 

⑥ボ ス SCMn2A 2022 

⑦ ガイドパイプ S45C 5 3430 

@皿 ば ね SUP 10 5剥l 24650 

@ライナー SUPIO 10 706 

⑩シ ム SS41 5 588 

⑪位置決め環 SぐM435 164 

⑫ 給油，給気ノfイプ STPG 31 

そ σ) 他 l式 1003 

合計( 1息分) 72527 kg 

1問 滑 tlh タービンj自 IOke 

スプリング沓各部の材質友び数量表-10

として応力度を算出した。なお、ロッド材は大口径(o 
310)の熱処理材SNB24-5であるため、質量効果を考慮

し許容応力を約10%低減した。また強度評価を行なう目

的で、小型試験体(o 24)により熱処理のシミュレーショ
ン実験を行ない、強度の確認と熱処理方法の検討を行

なった。ロッドのネジ部等の切欠き部に対しては、累積

疲労を考慮し断面を決定した。スプリング沓本体との摺

動面は、本体側に軸受プッシュを設けるとともに、ロッ

ドにニッケルクロームめっきを施し、摩耗損傷防止及び

発錆防止対策とした。

皿ばね座はばね反力を直接受ける部材であり、外周に

皿ばね反力と等価な線荷重を受ける内周囲定の有孔円板

と考え、曲げモーメントの最大値に対して板厚を決定し

た。

(2) 皿ばね

皿ばねの基本特性としては、図-10に示す 1組(68枚)

の組合せばね特性を次のように設定した。

。
.
【
判
的
噌

(1)皿ばね

皿ばねの材質は]lSG 4801 (ばね鋼鋼材)のSUP10で

あるが、化学成分は溶解チャージごとにとりべ成分分析

を行ない、 Sは0.01%以下を目標とした。鋼塊を併 230

-250に加熱鍛伸後、超音波探傷試験、機械的性質試験、

清浄度試験を実施し素材の品質を確認した。

その後の製作工程は製造メーカーにより多少の差違が

あるが、概要は表-11に不すように実施した。-次旋削

後の熱処理は、焼入れ(860-870
0

C、 1hr)焼民し(450-

470
0

C、3hr)を行なった。

皿ばねの機械的性質の確認は、溶解チャージごとに引

張試験、断面硬度試験を、皿ばねの熱処理ロットごとに

表面硬度試験をそれぞれ行なった。試験は、各々図-12

に示すテストピースを皿ばねの熱処理ロットと同一熱処

理し実施した。皿ばねの機械的性質の諸元と試験結果を

表-12に示す。

皿ばね製作後、全組の皿ばねについて組合せ検査を行

なった。測定項目は、無載荷時の組合せ高さ及び表-9

に示す指定 1、2、3のたわみに対応する荷重を600

ton油圧アムスラー型試験機により測定した。判定は、

指定2におけるたわみ時の荷重が180，∞Okg士10%で合
格としたが、測定結果は+0.6%-+4.2%であった。

組合せ試験を終えた皿ばねは、 1組ごとに側面に通し

番号をつけ、組合せ及び重ね順を明確にした後解体し、

磁粉探傷試験及び単体の寸法検査を行なった。

荷重一変位特性としては、表-9に示す特性を有する

ものとする O 同表中の指定 1、指定3におけるたわみ量

は、各々常時最大移動時及び設計最大移動時に対応して

おり、荷重は、たわみ量に対応する皿ばね反力の理論値

に基づき設定した。

〔
震
回
認
申
円
(
刊
帯
同
)
志
制
ギ
N
〕

∞
【
申
，

N

皿I;fね形状及び

組合せ要領

図-10

組合せ時荷重特性

記 事 荷 重(kg) 高 さ(mm) タワミ (mm)

無荷重 O 2，618 O 

指定 1 129.800 2，408 210.8 

指定 2 180.000 2.318 299.2 

指定 3 233，800 2，218 399.5 

密着時 256.000 2.176 442 

表-9

繰返し荷重に対する耐久性としては、下記の耐久性を

有するものとする O

たわみ量δ=0-210mmの繰返し荷重:300回

たわみ量d=122-210mmの繰返し荷重:1∞，∞0固
ここで、たわみ量と繰返し回数は、各々常時最大変位

及び列車通過時変位とその発生頻度を考慮し決定した。
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4.3 製作

スプリング沓各部の材質と製作数量を表-10に、製作

'87. 7 43 No. 



皿ばね

ロッド

位置決め環

ロァドト部

受パイプ

ト部本体

給油給気管

上部本体

ボス

(一一口

図-11 スプリング沓製作工程
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表-11 皿ばね製造工程
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/¥/¥、

I つ々久 ¥ 
¥/、

表面硬度試験Ji

(皿ばねの約1/8) 
仁二二二 A-C引張試験川

D 断面硬度試験片

図ー12 機械的性質試験テストピース

表-12 皿ぱねの機械的性質と実績値

硬度

溶解チャージ数チャージ

(2) その他部品の製作

1)上下皿ばね座

皿ばね座の材質は、低合金鋼鋳鋼(SCMnCrM2 A)で、

引張強さが70kg/mm2以上であり、大型鋳物としては囲内

でもあまり使用されていない材料である O 寸法精度は

JIS B 0405及び0412の中級とし、ロッド及びガイドパイ

プとの取合部は、軸芯のずれがないように内外径の真円、

円筒精度及び加工面の直角度は0.5mm以内とした。

2)ロッド

ロッドの材質は、特殊用途合金鋼ボルト用棒鋼SNB

24-5で、製作にあたっては]lSG4108を修正適用した
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本橋アンカーボルトの製作仕様に準拠したが、機械的性

質については大口径であることを考慮、し、表-13のとお

りとした。

表-13 スプリング沓口ッドの機械的性質

シャルビー衝撃値
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65.l-:J，十

3)ガイドパイプ

ガイドパイプは皿ばねの軸芯のずれを防止するもので、

下端は下側皿ばね座の 2級精度ねじで固定し、上端は上

側本体で支持される。材質はS55Cで円筒状であり、側

面には皿ばねの伸縮に件う潤滑油の流通を容易にするた

め、 200mmピッチで併 100mmの孔を 1本当り計54個設けて

いる D ガイドパイプの外周面は皿ばねとの摺動による摩

耗を少なくする目的で、中周波焼入れ焼戻しにより表面

硬化処理を行った。表面硬度は HRC53以上、硬化層深

さは肉厚38.6mmに対し3.0mm以上とした。

4)本体

本体は SM41)を主材とした鋼板溶接鋼造物であり、

罫書切断後胴体はローラーで冷間由加工し、シームつぎ

溶接を、フランジは 4分割した部材を突合せ溶接した。

主要溶接部はすべてフルペネ溶接で、継手部は放射線透

過試験を、厚さ50mm以上の部材は超青波探傷試験を実施

した。なお、上下本体製作完了後、本体継子部に0リン

グを入れ継手部のボルトを数箇所仮締し、内部に水を満

たし消防署の水張検査を受検した。

(3) 組立て

スプリング沓の組立て作業は、まず下側本体のロッド

受金物にロッドを差込み、下側皿ばね座にガイドパイプ

をねじ込み皿ばねを1/3のー高さまで挿入した状態で、下

側本体に塔載し、次に残り2/3の皿ばねを挿入して上側

皿ばね座を乗せる O この状態を表わしたものが写真一 3

である O 続いて上側本体を取付けるが、この状態で上下

本体継手フランジ部の隙間(設計値18mm)を測定し、フラ

ンジが密着するまで仮ボルトで締め付け、皿ばねに約60

トンのプレストレスを導入する O 次に位置決め環をロッ

ドに固定し、天蓋を取付け、本体継手部を高力ボルトで

本締めし、最後に口ッド上部にボスをねじ込み組立てを

完了する O

スプリング沓に組込む皿ばねの組合せは、皿ばね製作

時に実施した載荷試験結果から、次の要領で選定した。

皿ばねは、 1P用、 4P用で製作メーカーが異なったた

め、各々10組の皿ばねを 2基分5組ずつに分けることと

し、すべての組合せケースについて、載荷試験結果から

指定位置における皿ばね反力の 5組の合計値を算出し、

10組のばね反力の合計値のllzに最も近い組合せを選び各
沓に組込む皿ばねの組合せを決定した。 1基ごとに選定

した 5組の皿ばねの配置は、ばね反力の大きいものと小

さいものを交互に配置し、ばね座に回転や傾きが生じな

No. 43 '87.7 

写真一3 スプリング沓組立

いようにした口

(4) 載荷試験

橋梁の弾性固定装置として本橋のようなスプリング沓

が使用された例はなく、皿ばねの組合せ性能及び規模か

らも例をみないものであり、組立てを終えたスプリング

沓全数について、その性能と安全性を確認するため載荷

試験を実施した。写真一 4に載荷試験状況を示す。

試験は500tonジャッキ 2台により、載荷梁を用いて

ロッドを押し下げる方向に設計荷重1，200tonの80%に

相当する約1000tonまで、押上げる方向に約800tonま

での荷重をかけ、ロッドの移動量を測定した。また、 4

基のうち 1基については、上側皿ばね座の周方向5か所

の変位を測定し、載荷に伴うばね座の傾きを調べるとと

もに、試験終了後、ボス、上側本体、上側皿ばね座等を

取り外し、主要溶接部及び応力集中部の非破壊検査

(MT、PT)、摺動面の外観検査を行なった。

試験結果の荷重一変位曲線の一例を表わしたものが図

-13である O 実測値の立ち上がりが5組の皿ばね各々の

載荷試験結果の合計値からずれているが、これはスプリ

ング沓組立て時に皿ばねに導入したプレストレス量と、

ロッド、皿ばねw、載荷梁等の重量によるもので、同凶
には実測値からこれらの影響を差しづ|いた値を換算値と

写真-4 スプリング
沓載荷試験
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押上げ試験

荷重

(Ion) 

1，似)()

800 

600 

実測値

400 

2∞ 

L" 
h 

阿
川
世
銀

値算換

N

川
世
銀

山
間 200 300 

変位量(mm)

押下げ試験

荷重

(ton) 

l∞o 凡例 0 組合せばね試験結果の5組合計値
ム表-9の組合せ時荷重特性値の5組合計値

800 

600 

400--': 

ノ
〆
J 

" / 
/ 
〆

200斗//
/ 
〆• 〆ノ
/ 

A 
/ 
/ 
/ 
/ 

100 200 300 

変位量(mm)

図-13 スプリング沓載荷試験荷重一変位曲線

して表わしている O

試験結果は 4基とも同様の傾向を示し、指定 1、2に

おけるばね定数を比較すると、 5組の皿ばねの合計ばね

定数に対して 3-5%増の値を示した。これは沓内部の

摺動部の摩擦抵抗が作用しているためと考えられ、最終

的には、潤滑油を注入することで5組合計のばね定数に

近づくと思われる O また、荷重載荷時のばね座の傾き及

び試験後の各部の非破壊検査、外観検査とも異常は認め

られず、本沓が所要の性能と安全性を有していることが

確認された。

5. あとがき

付属物の設計製作という多岐にわたる事項を取り上げ

たため、多くの紙数を費やしたにもかかわらず、十分な

まとめ、報告ができない点もあった。

岩黒島橋の上部工製作は、製作(その 1)-(その 4)の

4件で発注され、ケーブル、緩衝桁等の製作は上部工架

設(その 1)工事の中で行なった。ここに報告した付属物

28 

の製作は製作(その 1)に合まれており、詳細については

同報合書を参照されたい。なお現在、製作(その 1)から

架設(その 1)工事に含まれる製作物までを含めて、岩黒

島橋の上部工製作全般についての概要を、製作、架設を

請負った石幡、横河、松尾、住重、駒井共同企業体の協

力のもとにとりまとめ中である O 近々報告書としてまと

まる予定であるが、これまでの報告と併せ今後の製作工

事に何らかの参考となれば幸いである O
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南北備讃瀬戸大橋のケーフル架設工事
Cable Erection for South & North Bisan-Seto Bridge 
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まえがき

本州四国連絡橋児島~坂出ルートは、岡山県倉敷市と

香川県坂出市との間の海峡部を六つの長大橋梁で結ぶ計

画で、昭和63年春完成を目指し、工事が進んでいる O

南北備讃瀬戸大橋は、このルートの与島南端から坂出

市番ノ州地区にかかる共用アンカレイジを有するこ連の

三径問吊橋であり、その規模は、中央支間長でいえば南

は世界で第6位、北は同第12位であるが、ケーブル断面

の大きさでいえば、道路・鉄道併用吊橋であるために、

各々世界第 1、2位を占めるものである O

本文は、この諸外国にも施工例のない大断面のケーブ

ル架設工事について報告するものである O

なお、南北備讃瀬戸大橋のケープル架設工法は、すで

に完成し供用されている尾道~今治ルートの因島大橋や

神戸~鳴門ルートの大鳴門橋と同じPWS工法であり、

施工手順等についてはこれらと基本的に変わりないので、

本文では因島・大鳴門橋と特に異なる施工方法を用いた

点や工程及び架設精度等を中心に述べることにしたい。

2. ケーブル架設工事の概要

2. 1 ケーブルの諸元

北及ぴ南備讃瀬戸大橋の各々のケーブル諸元を表-1

に示す。本橋のケーブル工事の特徴は、各々のケーブル

径がこれまでに比べて大きいということと、 4Aという

共用アンカレイジを有することから、 4Aのアンカース

パン部において北と南のストランドが空中で交差すると

いう設計を採用している点にある o 4Aのストランドの

空中交差方式の採用の理由等については、本四技報Vol.

9 No.32の「南北備讃瀬戸大橋4A共用アンカレイジの

設計」を参照されたい。

2.2 ス卜ランド製作

本工事で最も主要な材料であるストランドは、北備で

468本(総重量16，300t)、南備で542本(19，800t)で製作総

重量は36，100tにもなる O

ストランドの製作は、大きく分けて亜鉛めっき鋼線の

製作とそれらを束ねる集束工程(巻取り、ソケット付け

を含む)の二段階になるが、全体工程は集束工程に支配

された。

現有工場のストランド製作能力は、備讃級のストラン

No. 43 '87. 7 

表-1 ケーブル諸元

橋 名 北備讃 南備讃

引張強 さ 160-180kg/mm2 160-180kg/mm2 

亜 鉛

線 径 5.18mm 5.12mm 

メ ツ キ

断 両 積 21.08mm2 20. 59mm2 

鋼 線

単位重量 0.165kg/m 0.161kg/ m 

構成素線数 127本/ストランド 127本/ストランド

外接円直径 67.3mm 66.6mm 

1ストランド

断 面 積 2.677mm2 2，615mm2 

単位重量 20. 96kg/ m 20.48切1m

ストランド数 234本/片側 271本/片側

素 線 数 29，718本/バー側 34，417本/片側

主ケープル 般部直径 998mm 1，062mm 

(片 側) バンド部直径 986mm l，049mm 

断 面 積 6，263cn1 7，086cn1 

単位重量 4，904kg/m 5，548kg/m 

写真一 1 4Aにおけるストランドの空中交叉

ドであれば、平均22本/月程度であることから、ケーブ

ルの架設時期を考慮し、ストランド架設時期より 4年以

上前から製作に着手し、昭和61年 1月に製作を終えた。

製作が長期にわたるため、製作済のストランドの保管

に多くのスペースを要し、その場所の確保あるいは保管

期間中の防錆等に予想外め労力を費した。
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南北備讃瀬戸大橋のケーブル架設工事は、 4Aにおい

て北、南のストランドが空中で交差する構造となってい

ることから、北備讃側のストランド架設を先行し、その

後南備讃のストランドを架設するという、いわゆるシリ

ーズ架設を当初から計画していた。

そのため、 下部工及び塔工事は北備讃側が先に施工さ

れており、ケーブル架設工事も北備讃側が先行した。

表-4に実施工程を示す。

本工事の工程管理上、最も重要なことは中央径聞のパ

イロットロープの渡海日をいつにするかであった。渡海

は海上交通安全法で定められた航路を横断することから、

その実施日について不特定多数の海事関係者への周知に

3か月程度を要するので、渡海日はその 3か月前に決定

しなければならなかった。

本工事の渡海工法は、下津井瀬戸大橋と同様、一般航

行船舶への影響が小さく、航行禁止等の法的措置を講じ

る必要のないクレーン船によるフリーハング工法とした。

そのため、法的措置を講じるために必要な関係諸官庁と

の協議・事務手続き等を省くことが出来たこと、さらに

渡海日決定から実施までの期間が比較的短い 3か月で

あったことから工程の硬直化が避けられ、結果として工

程短縮をはかれたことが大きな利点であった。

渡海までの準備工事としては、北備讃においては 2P、

南備讃においては 6Pの塔頂足場、機械等の架設が工程

上のクリテイカルパスとなった。 2Pでは、昭和60年の

2月1日、また 6Pでは6月1日から各々塔工事から現

場の引継ぎをうけ、準備工事に着手した。北備讃におい

ては、厳寒期でありさらに西からの季節風が最も強い季

節であり、また南備讃では梅雨期にあたり、いずれも高

所作業に適しない時期であったが、熟練した現場作業員

の技能と細心の安全管理で克服することができた。中央

径聞のパイロットロープ渡海は、塔における準備工事を

開始した約 2か月後の、北備讃では 3月30日、南備讃で

は7月26日に無事完了した。 渡海工法の詳細については、

下津井瀬戸大橋のケーブル架設工事報告2)を参照された

準備工事を比較的短期間に終えることができたのは、

格頂足場の地組を作業基地で行うことができたのと、予

め地組した足場を塔頂まで吊り上げる能力を有する塔頂

クレーン(最大吊荷重加ton、7tX22m以上)を使用した

ことなどが理由としてあげられる。

その後、ホーリングシステム架設、キャットウオーク

架設、ストランド架設準備と工程は進んだが、これらの

工程のなかで日新しい技術としては、北備讃の中央径間

のキャットウオークロープ架設に用いられた固定式サス

ベンダー工法がある O この工法の詳細については、後に

述べることにしたい。

北備讃側で、はパイロットロープ渡海(最終は 3P~ 4A 

間で昭和60年 5月11日実施)完了から約4か月後の昭和

60年8月中旬にキャットウオークシステムがすべて出来

上り、その後約一カ月間のスト.ランド架設準備工を経て、

また、工場から架橋地点までのストランドの輸送も製

作工事に含め実施したが、 1ストランドの重量が40ton

近くもあるため、通常のトレーラーによる公道通行が困

難で貨車と船舶による輸送によらざるをえなかった。

貨車輸送にしても、 40ton近い重量物を積載可能な貨

車(形式シキ550) は全国で12両しかなく、この内の 4~

5両しかストランド輸送に使えないので、輸送にも思い

がけないほど長時間を要した。製作・輸送の工程を件名

ごとに表-2に示す。

560年度

ケープルストランド製作・輸送工程

559年度557年度556年度

表-2
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2.3 架設工事内容

本橋のケープル架設工事においては、主要材料である

ストランド及びケープルバンドの製作は架設工事とは別

途に実施したので、架設工事の内容は表-3に示したも

のとなっている。また、補剛桁架設完了後実施するケー

ブルのラッピング塗装等についても本工事には含まれて

いない。

~ど ~t備讃 南備讃 備考

ハンガロプ等
840ton 

ロープ本体、ソケット、

製作・輸送
921ton 

シム板及びサドルス

ハンガクランプ

ペーサ等製作・架設
222ton 306ton 

亜鉛フィラーを

合む

スプレーサドル架設 4慕 4基
1基当りの最大

重量280ton

キャットウオーク架設 1式 1式
設計・製作を合

む

ストランド架設 16，400ton 20，OOOton 
平均ストランド長

北:1.働問、南:1.i1Dm

ケープルスクイズ I式 1式

ケープルバンド架設
~t : 959ton 

232基 264基
南 1，096ton

ハンガーロープ架設 440本 480本

ケープルバンドボルト
l式

軸力測定及び再締N
l式

詳細設計 l式 1式
ケープルハンガーロープ

の無応、1J長計算他

仮 設 備 Lrt 1式
塔頂クレーン、ジブクラ

イミンゲクレ ン

海上安全対策1: 1孟t l式
警成船、灯i手標管

マーよ一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
理等

ケーブル架設工事の概要

工事工程

表-3

2.4 
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9月7日に第一ストランド

が備讃瀬戸北航路を渡った。

表-4 南北備讃瀬戸大橋ケーブル架設工事実施工程表
上段:北備讃下段:南備讃

初めに述べたとおり、北

備讃と南備讃のストランド

を同時に架設することは、

機械設備のスペース面及び

作業効率の立場からかなり

困難であるので、ストラン

ド架設は北備讃を先行する、

いわゆるシリーズ架設が前

提となっていた。そのため、

パイロットロープ渡海時期

の差である 3か月半でスト

ランド架設を完了しなけれ

ばルート全体工程上のクリ

テイカルパスとなる南備讃

のストランド架設に手待ち

年度

項目 月 4

仮設備工

スプレーサドル架設

ホーリングシステム架設

キャットウオークロープ架設

キャ yトウオーク床組梨設

ストームロープ架設

ストランド架設準備工

ストランド架設

ケープルスクイズ

ケープルバンド

ハンガーロープ架設

海上警戒業務

を生じさせることになる恐れがあった。

6 

このような条件のなかで北備讃のストランド架設は始

められたが、作業員がストランドの整形、移設作業に習

熟しない聞は、塔頂等の各作業場所で手持ち時間が生じ

るなどで、 1日に 1本を架設するのがやっとという状態

であった。しかしながら、作業員が整形、移設作業に習

熟するのに応じて 2本/日架設が可能になり、さらに早

出、残業により作業時間を増すなどにより 3-4本/日

架設を行い得るようになった。最高の架設実積は 5本/

日であった。また、ストランドの架設期間中は、休日も

返上するなど工期短縮に努めたこと及び9-11月の天候

の安定した時期に当ったことなどにより、架設開始から

98日日に当る12月12日にすべてのストランド架設を完了

することができた。引続き、 12月18日に南備讃の第一ス

トランドを架設し、年内に南西各々 3本ずつの架設を行

い、基準ストランドとしての調整及び絶対サグ測量を終

えた。

年が明け、ストランドを本格的に架設するためのホー

リングラインの変更を行なった後、昭和61年 1月16日か

ら本格的な架設作業にとりかかった。これまでの国内の

長大吊橋においては、厳寒の、しかも季節風の強い真冬

にケープル架設を行なった例はなく、夜間のサグ調整作

業等について、風のために測定ができない等の事態がし

ばしば起きるのではないかと危慎を持っていた。しかし

ながら、比較的工程は順調に進捗し、 4月29日に271本

目の架設を完了することが出来た。正月休み、ホーリン

グラインの変更等の期間を含め 4か月余りのケープル架

設期間であった。

このような短期間に、ストランド架設を終えることが

できた理由として、次のことが考えられる O

①北備讃のホーリング設備より引出し力が大きく、か

っ引出し速度の早いホーリング設備を使用したこと、②

夜間作業を効率良く行うために、一部にマーク合せ架設

を採用したことなどがあげられる O
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3. キャッ卜ウオーク架設工法

長大支間のケープル架設において、特に高度な技術を

必要とするのは、ホーリングロープやキャットウオーク

などの太径ロープを航路限界等を犯さないよう一定の高

さを保持しながら、いかに安全に架設するかにあろう O

北、南備讃瀬戸大橋の中央支問は、各々航行船舶が輯

鞍する海上交通安全法により定められた備讃瀬戸北航路

及び南航路と交叉しており、架設時においても、 T.

P66.9mの航路限界を侵すことが許きれないので、

キャットウオークロープの架設工法、機器の能力の選定

には種々の面からの検討を要した。

その結果、主としてホーリングシステムのロープ引出

し能力の点から、北備讃では固定式サスベンダー工法を、

南備讃では従来から施工実績の多いフリーハング工法を

選定した。

フリーハング工法及び固定式サスベンダー工法の模式

図を示す。

フリーハシグ I法

6 P 5 P ホーリングロープ

プラー

アンリ ラ←

キャットウオークロープ

固定式サスベンダー工法

2P 3 P 

サスベンダ一同定期ロープ

駆動装置

/ 
サスベンダ キヤァトウオークロープ

図-1 キャットウオークロープ架設工法
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サスベンダー

図一 2 固定式サスぺンダー工法

フリーハング工法でキャットウオークロープ(以下

cwロープという)を引き出した時、 cwロープの最下点
が高い航路限界を侵さないようにするには、 cwロープ
に大きなパックテンションを作用させなければならない。

したがって、 cwロープを引出すためのホーリング
ロープにも当然それに見合う張力が必要になり、ホーリ

ングロープを動かす駆動装置もそれに見合うだけの大き

な出力が必要になる。

これに対し、固定式サスベンダー工法ではトラック

ケーブルを張り渡し、その上にサスベンダーを困定する

構造のため、 cwロープ及びそれを支えるサスベンダー
の自重をトラックケーフ、、ルが負担するので、小さな力で

cwロープを引き出すことができ、駆動装置を始めとす
るロープ引出し設備が大型化するのを防止出来る O

また、 cwロープをサスベンダーにより支持するので、
自重の大きいcwロープも小さなサグで引き出すことが
でき、航路限界もクリア出来るという長所がある。ただ

し、使用するロープ数がフリーハング工法に比して多い

ので、架設中の耐風性及ぴ工程の問題が生ずる場合もあ

り得ょう O 南備讃をフリーハング工法、北備讃を固定式

サスベンダー工法でcwロープを架設した際のロープ張
力、安全率及びホーリングロープの直引き能力を表-5

に示す。

4. ス卜ランド架設

架設に使用する機械設備及び施工手順等については、

127PLYのストランドを採用したので、因島、大鳴門の

場合と基本的に変りがない。南北備讃瀬戸大橋のストラ

ンド架設の技術的な特徴及び問題点等は次のとおりであ

る。①アンカレイジの寸法に影響するスプレーサドルを

極力小さくしたため、スプレーサドル内でストランドが

形崩れを起す構造であること、②半数強のストランドに

マーク合せ架設法を採用したこと、③4Aにおいてスト

ランドが空中において交差すること等である O この内、

③については南備讃のストランドを先行架設済の北備讃
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表-5 ロープ張力友ぴ安全率

JT¥¥Jゴ:[フリーノ、ングr サスペンダー

(南備讃) (北備讃)

ホーリングロー域別張L 28ton 18ton 

力及び安全率
4.3 5.8 

キャットウオークロープの巌大
20ton 4.5ton 

水子張力及び安全率
10.4 49.6 

ホーリングロープのjB:引能力 30ton 26ton 

ホーリングロープの直引能力と

最大水平張力との比
0.93 0.69 

ホーリングロープの駆動方式
特殊ウインチによ 駆動装置によるエ

るレシプロんIJ:¥ ンドレスJi:rt

のストランド列の聞に引き込む際に、ストランド同士が

接触、損傷するのを防ぐために、北備讃のストランドを

ピニルダクトホース(併90mm)で防護することにより、特

に支障なく、架設のサイクルタイムにもなんらの影響も

なしに施工することが出来た。

4 .1 形崩れ防止工

スプレーサドル内のストランドは、サドルからケーブ

ルアンカフレームに向ってスプレーされる。このとき、

サドルの構造及びサドルとケープルアンカーフレームの

相対位置関係により、スプレーサドル内にてストランド

の形崩れが生ずる O すなわち、スプレーサドルの構造上、

ストランドの線形が鉛直離れをしても、なお水平曲線を

もってケープルアンカーフレーム定着部へストランドが

定着される。これを、ストランドの鉛直離れが完了して

いない現象という o (図ー 3参照)この現象を生じると、

上・下ストランドには線形の違いにより空隙が生じ、ま

た側面へは水平曲率による水平圧を発生させることにな

る。このとき、無応力にて整形されたストランドは、

ケーブルアンカーフレームに定着後張力を導入するとス

トランドが形崩れを起こす。この現象は、因島、大鳴門

橋には見られず、南北備讃瀬戸大橋に特有のものであっ

アこO

Eヨヨ
ストランド

水平雛れ点

[サドルi養面]

匝亙E

Bストランド

図-3 ストランド形崩れ防止工
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この形崩れを防止するため、上、下のストランドの間

隙及びストランドとサドル側壁の空隙に樹脂や鋼製ス

ペーサーを充填した。この充填作業は、ストランド架設

作業中に実施したが、気温に応じた速硬性の樹脂を使用

したため、架設のサイクルタイムには殆んど影響しな

かった。

4.2 マーク合せ架設

架設ケーブルを設計形状に調整する方法としては、①各

ストランドのサグ量を測定し調整する、②各ストランド

の長さを測定し調整する、の二つの方法がある O

国内では、ストランドの製作精度及び測定技術の容易

さという点から、ストランドの温度が均ーになる夜間に

①の方法で調整し架設したのが殆んどである。これをい

ま夜間サグ調整という。これに対し、ストランドの工場

製作時に塔頂及びアンカレイジのサドル中心に設計上相

当する位置にマークをつけておき、架設時にマークを合

わせる②の方法は、一般にマーキング架設といわれている O

マーキング架設は、本質的に架設時のスパン長誤差、

ストランドの製作長誤差及び架設時のストランド温度の

主による長さの違いへの対応がむず、かしいので、サグ誤

差は大きく、これまで長大吊橋のケープル架設に採用さ

れたことはなしL しかしながら、マーキング架設は夜間

サグ調整を省くことができ、工程短縮、工費節減のメ

リットが期待できるので、その架設精度の|伯向白旬]上の日可J能↑

等について種々の検H片討、-tがf千わ行←J:なわれてきたO

市備讃のストランド架設は、これまでに未経験の季節

風の強い厳寒時期での施Tということで、夜間サグ調整

の簡略化による稼働率の向上、さらにマーキング架設時

のサグ誤差のデータ収集ーを目的とし、半数強のストラン

ドにマーク合せ架設法を採り入れた。マーク合せ架設法

の作業フロー及び対象ストランドを凶-4， 5に示すO

フローの中で最も大きな問題は、夜間のストランドの

形状確認時の判定基準であった。ここでは、特記仕様書

で定められた許谷誤差よりすこし向しE精度を目標とし、

|ムfI豆30mmを基準とした。マーク合せ架設の対象スト

ランドのうち、目t存(直l人jに入りあらためて調整を要しな

かったストランド数を表-6に示す。

半数強のストランドに対してマーク合せ架設法を採り

入れたが、ケーブル全体の架設精度と Lては、ケーブル

形状のサグ誤差やスクイズ後のケープル断面の空隙率で

判断すると、すべてのストランドに夜間サグ調整を実施

した北備讃のケーブルとほぼ同等といえよう O

これは、サグ誤差の許容値を厳しく設定したことと、

ケーブルフォーマーを北備讃の 7基に対し、 38基と数多

く設けたこと等によるものと考えられる O

北及び南備讃のシム量の使用実績を図-6に示す。設

計シム量に対する増加率に着目すると、南備讃は-

1.1%、北備讃は15.2%である O これまでのシム量の増

加率の実績は、関門橋75%3)、因島大橋14%4)、大鳴門

橋51%5)となっている。なお、サグ調整は北備讃では 3
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No.l-No.55ストランドをサグ調整に

より架設し、各サドル部でのマークズレ

平均値xを求める。

No 

ホ xは既架設ストランドの

マークズレ量により遂次

修正する。

判定*
*問'，e条11は!ム fl壬:lOmm

図-4 マーク合せ架設の作業手順

号!!I没したいストランド

図-5 マーク合せ架設の対象ストランド

表-6 マーク合せ架設の実績

k-t象ストラ サグ調整 サグ調整 サグ調整な
シド(本) あり(本) なし(本) しの比守f

東 144 86 58 0.40 
4A-5P 

西 144 86 58 0.40 

東 144 75 69 0.48 
5P-6P 

丙 144 73 71 0.49 
卜一一一一

東 144 113 31 0.22 

6P-7A 

丙 144 108 36 0.25 
L 一 一
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P、南備讃では 5Pを各々固定点とし、実施した。

~t.備讃

東側 234本 丙側 234本
n =468本

ス 最大ンム量 824mm ス
ト 50 最小シム量 420醐 ト 50
7 フ

/ J 

数ド 数ド

本 本

800 9似) 400 5似) 6α) 700 

シム量(1Ml)一一一一- ンム量(咽)一一一一+

1501- 南備讃

東側 271本 ! 丙側別本

ス 100
卜
7 

/ 

ド
数

本 50

n =542本

最大シム量 663mm

巌小シム量 4∞m f l∞ 
フ

ハ
リ
F
L
J
 

ン
ド
数
一
本
)

m

m

 

m

m

 

a

a

y

A
リ

2

3

 

r
b
に
h
J

量

最
ム

ム

、
ン
、
ン

均

計
子

設

4似) 5似) 600 700 4似) 5α) 600 700 

ンム最(mml一一一一一ー シム最(mm)一一一一+

図-6 シム量ヒストグラム

5. ケーブル架設誤差

吊橋の架設精度を表わす指標としては種々のものが考

えられるが、最も重要なものは張力に直接関係する架設

完了時の縦断形状と、ケープルを構成する素線の応力に

影響する素線相互間の平行性の良否を示す断面の空隙率

であろう O

5.1 ケーブル縦断形状

これまでの吊橋ケーブルの施工例をみると、大鳴門橋、

因島大橋の場合いずれもケーブルの縦断形状測定値は、

全ての支聞において目標値より低くなっており、最も大

きな誤差は100mm強5)となっている O この縦断形状の誤

差は、ハンガーロープの製作時に切断長を決定する際に

修正することが可能なので、この程度であれば問題にな

ることはなし )0

誤差がすべて縦断形状が下がる傾向にあるのは、原因

として最も大きいと考えられるのは、下から順次ストラ

ンドを架設していく際に、調整誤差のために上方のスト

ランドが下方のストランドにもたれており、下方のスト

ランドの見かけの自重が大きくなるためと考えられる O

調整誤差にも目標値より上る場合、下る場合の両方があ

るが、相対サグを厳密に管理しようとすると、どうして

もストランドが接触するようになり、その結果マイナス

側の誤差が多くなるように思われる O また、相対サグ調

整を行う時に、上方の被調整ストランドの方が下のスト

ランド群より温度が下がりやすいため、調整完了後各ス

トランドの温度が均ーになると上のストランドが下にも

たれかかるためと考えられる O

ケーブルの縦断形状を、より精度良く架設するために

は、調整誤差をさらに小さくすれば良いわけであるが、

調整誤差を改善することは、測定技術上及び現場の作業

工程上かなりむずかしし )0

そこで、南備讃では因島、大鳴門及び北備讃の架設実

績から経験的に、これまでと同様なサグ調整精度で架設

する場合、 100mm程度目標値から下がることから、目標

値の上越しを行なった。上越しの値は、側経問で、130mm、

中央経問で、90mmとした。その結果は表-7に示すように、

マイナスの誤差は生じないので、すべてプラス側の誤差

表-7 プレスクイズ完了後のケーブル高さ出来形一覧

橋れil ヒ備日賛 j頼 }i 大橋

日 f

浪IJ :よ{前('1'.P m) I 119.207 119. 1;'5 97.060 97.092 128.765 128.834 

た (n耐 -1;'4 -187 ー 107 -20 -54 -117 

精度 1 1/13.344 1 1/10.9的 1 1/21.09511/112，8601 1/37，8;'31 1/17，471 

東 l刻々 (m削 +;'2 -32 -69 

{脅す1

--------3ぷ:..:.:.. /111 
l十j 備讃 i朝1}I 大絡

1
 
1
 
1
 

ゾ
』
‘
，j
 

ト宋 新
-

4A~ ;， P ;， P~6 1' 

A
h
-

11 標 fit( (T.Pm)1 134.611 134.594 

測定 fll( ('1'.1' m) 1 134.649 134.639 

三円 γー:
p，ミ ノ且一 (mm) I +38 +45 

6P~7A 

-3

、
は場什 出血ヤ

一恥
1

97.703 97.721 124.809 124.775 

97.798 97.781 124.828 124.861 

十95 +60 +52 十;'3

精 lit 竺竺 l~竺， 070 ~~26.~~~~空， 146 I 1/42， 1;'4 ~~~~1~~ 
東内不 (mm川 一 +3;' 一

注 1) 日標値は理諭値(T=20.C)から温度補正、支問誤Jf:補正をした値。

注 2)精度は各符聞におけるケーブル長の誤来をIJ'す。(ケープ、ル長誤1.::1支関長)
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となっている O

5.2 ケーブル断面の空隙率

ストランド架設完了後、六角形断面のケーブル断面を

ケーブルバンドを取り付けるため円形に仕上げる作業を

スクイジングという。ケーブルバンドは予めケープル断

面の空隙率をこれまでの実績等から、一般部で (20:1:: 

4) %、バンド取付部で(18:1::4)%と想定し製作されてい

るので、空隙率がこの範囲から外れるとバンドの取付け

がl村難となる O これまでの長大吊橋の施工例を見ると、

国内では20%前後が多く、外国ではA〆 S工法の場合で

22%を超えるものが数橋みられるi)
本橋のスクイジング完了時及びバンドボルト一次締付

完了時のケーブルの空隙率を表-8、9に示す。

本橋の場合、ケーブル径が1，000mm前後で、これまで

の施工実績を越えることから、ケーブルバンド製作時の

空隙率の設定には慎重な配慮、を要したが、結果としては、

これまでの国内における施工実績と遜色のないものと考

えられる O その原因としては、各ストランドのサグ管理

が良好で、ストランドの配列に乱れが少なかったことは

もちろんであるが、施工機械の進歩にも負うところが

あった。すなわち、これまでストランド及び素線の配列

を整え、スクイジングマシンをケーブル外周に取り付け

るために行なうプレスクイジングは、掛矢等でケーブル

表面に打撃を加えることにより実施されてきたが、今回

は振動モーターとケープル仮締装置を組み込んだプレス

クイジングマシンを使用したこと、また、本スクイズに

囲内では最大級の締付能力 (300ton{由圧ジャッキX6台)

をもっスクイジングマシンの採用によるところが大で

あった。

6. あとがき

昭和61年9月2日、南備讃の492本日のハンガーロー

プの架設完了をもって南北備讃瀬戸大橋のケープル工事

(ケーブルラッピングを除く)がすべて完了した。

北備讃瀬戸大橋1Aのスプレーサドルの架設開始から

約24か月で、スプレーサドル2千ton、ストランド36千

ton、ケーブルバンド2千ton、ハンガーロープ2千tonを

架設し、ケープル断面の大きさでは、それぞれ世界第 1、

2位となる南、北備讃瀬戸大橋のケープルをきしたる事

故もなく完成させ、無事に補剛桁工事に引渡すことが出

来た。これだけの期間に、このような太径のケーブルを

架設出来たと同時に、本架設工事においては 4Aにおけ

るストランドの空中交先方式、クレーン船によるパイ

ロットロープのフリーハング架設、同定式サスペンダー

工法によるキャットウオークロープ架設及びマーク合せ

架設 L法によるストランド架設などの新しし寸支術、工法
をとり入れ、 Illl質の一面においてもこれまでの実績に劣ら

ないものが得られたものと確じしている。工事担当者と

して、大いに誇りとするところである。これもひとえに、

施工計両の立案に夜のふけるのも忘れ議論を交わした技
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表-8 スクイズ完了後のケーブル断面形状及び空隙率

東ケープル 西ケープル

lA --z P 2P -3P 3P -4A lA-2P 2P -3P 3P-4A 

縦径(醐) 977 978 978 974 977 977 
~t 
績径(mrn) 1.017 1.028 1.021 1.025 1.028 1.014 

備
l周長(mm) 3.133 3.153 3.141 3.141 3.151 3，128 
讃
空隙率(%) 19.6 20.6 20.0 20.0 20.4 19.3 

4A-51' 5P -61' 6P -7 A 4A-5P 51' -6P 6P -7A 

一一一南ー 縦径(剛) 1.039 1，036 1.023 1.035 1.042 1.037 

備 横径(醐) 1.094 1.094 1.074 1.094 1.089 1.071 
十一
讃 周長(mrn) 3.383 3.382 3.331 3.379 3，374 3.342 

空隙'f(%) 20.3 20.1 17.6 20.0 20.2 18.4 
L一一一一ーーー一一

※ 各数値は、全てケープルの約 1m毎の帯剣ノ、ンド位置における測定値
の't'.均値

表-9 ケーブル断面の空隙率
(単位:%) 

両ケープル

ス
ク

イ
~t Iズ

五賛

南

備

17.9 

17.8 

* スクイズ完n去の全隙，t'は、ケープル 1m間隔の'出'剣ノtンド位置の、1ξ
均値であり、パンド取{行委の全隙守rは、バンド端部の、子均値であるO

術職H、厳寒もいとわずキャァトウオーク上で作業に励
んだ作業H、同夜を分かたず L下作業海域の警戒にあ

たった警戒船乗組Ul一、iEびに関係各位のたゆまぬ努力のた
まものであり、ここに深く感謝の立を表するものである O
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北浦港橋梁下部工の施工
Construction of Substructure on Kitaurako Bridge 

坂出工事事務所・第六工事長 松田大六
Dai roku Matsu也

坂出工事事務所第六工事長代理 大坪正行
Masayuki Otsub。

坂出工事事務所第六工事長代理 山岸 明
Akira Yamagishi 

1. まえがき

北浦港橋梁は，本内備讃線の円l斗側に位置する鉄道単

独橋で、 PC鉄道橋としては日本最大のスパン120mを

有する 5径間連続PC箱形桁である(凶-1 )。

それを支持する橋脚の基礎には連続地 Jt1壁基礎(以下
連壁基礎という)を海上部に 3基、陸上部に 1基採用し

た。連壁基礎は連壁単体を井筒状に剛結、間合し、頭部

に頂版を設ける構造で、近年、ケーソン基礎にかわる基

礎構造物として本格的に採川されるようになった比較的

新しい基礎形式である O

昭和61年11月現在、本橋梁の連壁基礎、橋脚の施工も

終了し、上部工の張Hlし施ーLがf:}ピッチで進められてい

る(写真一 1) 0 

本報告は、本四技報・ No39・北浦港橋梁の設計にリ|続

き、本四公団として初めて採川した連壁基礎の施工につ

いて述べるものである O

2. 連壁基礎の施工計画

連壁基礎は鉄道橋に採用されてから 7年近く経過し、

その施工実績もかなりあるものの、凶-2に示すように

本橋梁においては水深約12mの海上部での施工、大深度

写真一 1

北浦港橋梁

施工状況全景
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の基礎となり、この種の基礎としては初めての条件のも

とでの施工となった。

海上部の連壁基礎の施工は、築島上での施工となるが、

築島部の掘削中における溝壁保護という面から、築島の

大きさとその締切り方法、溝壁保護に対する補助工法に

ついて、また、連壁基礎については、構造上の弱点とな

るおそれのある鉄筋継手部の構造について特に検討を要

した。

2.1 築島の構造

締切り方法としては、鋼矢板による二重締切り工法と

鋼管矢板による締切り工法とについて検討したが、航路

の確保、海水汚濁、工期、 11:水性、安定性、等の面にお

いて優れている鋼管矢板による締切りT法を採用した。

なお、築島の大きさを左右する連壁面から鋼管矢板まで

の離れについては、溝壁の安定，火打ちの設置等を考慮、

して 3mとした(図-3)。
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図-2 土質柱状図と連壁基礎一般図 (3P) 
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濁性および分離抵抗性は、1.5kg/ばの添加で、その効果が

現われ、 2kg/ばの添加で大幅に改善されることがわ

かった。また、ワーカピリティについては主に水量、固

化強度については主にセメント量に影響を受けることが

わかった。仁
なお、気中部のソイルセメントについては固化強度を

主眼とし、締同め度を87.5%として、セメント量と固化

強度の関係を試験により求め、花尚土 1m3に対し、セメ

ントを37.5kg混入することにより、所定の強度10kg/cnY 

を確保できることがわかった。

鋼管矢板世800

ソイルセメント

亨イワイヤー

安
)
.
C

L 

chh.申

2.3 陸上部の連壁基礎

陸上部 5Pの連壁基礎については、図 4に示すよう

に、潮の干満が溝内の水頭に影響を及ぼし、溝壁の安定

が損われるのを防ぐために、鋼矢板で締切った中に

ディープウェルを設置し、また、上層約 6mが凌深埋土

層であること、基礎周辺地盤が円孤すべりを起こす懸念

があることから、連壁周辺の地盤改良(深層混合工法)で

対処することとした。

H-400 

H-400 

ご;

2.4 鉄筋継手部の構造

本橋梁の鉛直継手部の構造については、今までの施工

実績、耐力試験結果等をふまえ、凶-5に示すような構

造とした。

ソイルセメン卜

(水中部)

『¥¥

空イワイヤー

連明書

陸上部における連壁施工図 (5P) 

1，350 (I 削) ーイ
ド1ン川-ト漏出防11シート | 

l 側制 ( 
í~ー←一一 ρ公必グ'

一一一一i
¥，'，円--

図-4
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築島構造図

2.2 築島の補強方法

築島の若材令埋土層の溝壁保護対策については、当初

連壁周辺の地盤改良(深層混合工法)とディープウェルを

設置することで行う計画であったが、波浪及び水位差に

よる鋼管の変位及び振動から起る埋土材のゆるみ、ひび

われに伴う連壁掘削中の逸水及び溝壁崩壊に対して、よ

り安全と考えられる築島埋士材全体を改良する方法とし

fニO

築島の埋土材料としては、透水性が小さいこと、重機

等の荷重に対しても溝壁が自立、安定すること、撤去が

容易であること、等の条件を満たすものとして、花両士、

セメント、水、分離防止剤を混練りしたソイルセメント

を用いることとした。また、海底面(ソイルセメントと

の境界)付近での地盤の安定については、堆積物を除去

した後、棚杭を打設することで対処することとした。

水中部のゾイルセメントの配合については、施工性、

防濁性、固化強度を主眼に、試験室における配合試験、

模型による試験施工を行い、表-1に示す配合とした。

ソイルセメントの水中打i設時における分離防止剤の防

表-1 ソイルセメントの配合(水中部)

分離防止邦l

図-3

イヒ尚 t~.

( )内、t'i-Lはら PをIj，す
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先行エレメン卜|後lfエレメント

図-5 継手部詳細図

2.04k~ 

注) 分離防止剤lには水中不分離性コンクリー卜
用斉IJを用いたυ
スランプ。:20 i: 4 cm 
目標強度 σ2H二lO k~ /ení

'87. 7 

1 m3 

(J ， 500k~) 
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運搬路、作業構台は作業ヤードとなるもので、 H鋼を主

体とする構造とした。

仮桟橋は連壁の鉄筋かご建込み時に必要となる200ton

吊クローラ・クレーンの走行を対象とし、作業構台は

120tonの鉄筋かごをクレーンで吊った作業状態を対象に

設計されているD

架設は陸上部から順次張出していく方法で行ない、

杭は90kWのパイプロハンマーで打設した。

H 

本継手部の特徴としては、先行エレメントのコンク

リート打設時の側圧をタイロッドで受け持たせたことと、

スライムの付着を防ぐために水平リブを少なくしたこと

である。

なお、連壁から露出している継手部の側鋼板の腐食が

それに接続している鉄筋に及ぶのを防ぐために、 50年対

応の電気防食(流電陽極式)を施すこととした。

3.2 築島

築島の施工順序を図-8に示すが、鋼管はアースオー

ガー併用圧入工法で打設し、鋼管矢板継手部には止水モ

ルタルを施した。

工

下部工の実施工程を図-6に、主要工事数量を表一 2

に示すが、施工は岡山側と宇多津側からの同時施工とし、

岡山側では、 2P連壁の施工終了後3Pを、宇多津側で

は、 4P連壁の施工終了後5Pの施工を行なった。

施3. 

仮設工全体平面図図-7

3. 1 仮縫橋友ぴ作業構台

仮設工一般図を図-7に示すが、仮桟橋は建設機材の

!JZ立十てつr
円 鳥、作業借れてつJ、l
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築島の設置、徹去の施工順序図

ソイルセメントの混練りは現場に設置したプラント

(混練能力25ば/hの連続ミキサ・ 2台)で行い、打設は

コンクリートポンプ車(気中部はダンプトラック)により

行なった。

水中部のソイルセメントの現場管理については固化強

度とスランプで行なった。その結果， σ28の目標国化強

度10kg/ CnTに対して平均値11.2kg / CnTで、標準偏差が

0.9kg/cnTと非常にバラツキが小さく、また、スランプに

ついても17-20cmとなっており、良好な現場管理を行う

ことが出来た。

気中部のソイルセメントの管理は、 87.5%の締固め度

で管理し、締固め度は現場密度試験(砂置換法)により測

定した。

築島撤去は橋脚躯体の施工と平行して行ない、ソイル

セメントの取こわしにはブーム長22mのパックホウ(写

真一 2)とオーガーを併用して行なった。しかし、狭あ

いな箇所で、かつ深いということで想定したより作業が

困難であった。また、鋼管矢板の撤去は海底面下 1mの

所で水中切断機により行ない、継手部にはプレカット処

理をしておいた。

本 報技四

図-8

実施工程

下部工の主要数量表

種 別 主主 豆H王

橋脚躯体 3，OOOm3 

コンクリート 連墜基礎 11 ，800m3 

場所打ち杭 2，400m3 

橋脚躯体 340 t 

鉄 筋 連壁基礎 1.250 t 

場所打ち杭 180 t 

連警継手部鋼材 560 t 

仮桟橋・作業構台用鋼材 4.320 t 

築島用鋼材 2.320 t 

連墜網聖子部鋼材には仕切板等仮設材は合んでいない

図-6

表-2

38 



写真一2 パックホウ 写真一3 掘削機ビット (a) ハイド口フレーズ

3.3連壁

連壁の施工順序を図-9に示す。

(1)掘削

連壁の掘削は、海上部2-4Pについてはハイドロフ

レーズを、陸上部 5PについてはBWを用いた。

両機の主な相違点は、掘削ピットの形状及び回転方向

が異なること(写真一 3)、動力源が油匝と電気であるこ

と、掘削機の移動が白走式とレール式という点である。

鉄筋かごの建込み及びコンクリートの回り込み等に影

響を与える溝壁の状態については、超音波溝壁測定機に

より 1ガット20mごとに測定した。その測定結果の 1例

を凶 10に示すが、所定の施工精度(鉛直:1/500、平面

回転:1/50)を十分満足しており、また、肌落ちについ

ても非常に少なかった。

ただし、 2Pの先行エレメントの掘削中に、ソイルセ

メントに亀裂が、また、鋼管とソイルセメントとの聞に

最大40mm程度の隙聞が生じ、タイワイヤー穴等から泥水

が漏出した。このため、海水汚濁防止の観点から、タイ

ワイヤー穴等のI上水を完全に行なうことと、泥水圧によ

り生じる隙聞をジャッキと静水圧によって生じさせてか

ら、その隙聞にモルタルを注入することで対処した。こ

のことにより漏水が完全に停止し、 3、4Pについても

このような処置を施こした。

この原閃としては、干潮時における溝内泥水圧(水位

差 5m程度)及びガイドウオール下のクラッシャーラン

等から鋼管との隙聞に回り込んだ泥水圧により鋼管の変

形が大きくなったため、ソイルセメントの変形がそれに

追随できず、に亀裂が発生したと考えられる O 鋼管の変形

が大きくなった原因としては、築島の埋土量が約

4，000m3で、打設に長時間(約12日)を要したため、そ

の間におけるソイルセメントの同化、自立により打設時

における側圧が小さく、鋼管の受けた応力も小さかった

ことも 1つの要肉として考えられる O

(2) 地盤改良

陸上部 5Pの地盤改良は、現位置における土砂にモル

タルを撹件混合させて現地造成したもので、本工事で用

いたモルタルの配合を表-3に示す。

表-3 地盤改良

の配合(ば当り)

日株強度:20同Icni

No. 43 '87. 7 

セメント 水

714 k~ 

先行エレメント

後fJ工 Lメント

コンクリート司

図-9 連壁基礎施工順序図

(b) BW  

外
1.型 1丘マ生

50 

60 

図-10 溝壁測定結果
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地盤改良の現場管理は、現位置で混練りされたものを

採取器により採取した供試体(水中養生)の圧縮強度で

行った。その結果、平均圧縮強度22. 9 kg / cnt (材令28日)

で、標準偏差が3.2kg/cntとバラツキも小さく、目標強度

20kg/cntを十分満足していた。

(3) 鉄筋かご建込み

鉄筋かごは 1エレメントを 4ピース(1ピースは約

15m)に分割して建込んだが、鉄筋の組立て誤差による

建込み時の不具合をなくすため、 1エレメント分をヤー

ド内で、組立てた(写真-4)。

1エレメント分の鉄筋かごの総重量は約1l0tとなり、

ポールトレーラーでヤードから作業構台まで運搬し、建

込みには200t吊と100t吊(補助)クローラ・クレーンで行

なった(写真一 5)0 また、鉄筋かごの接続は、継手部の

鋼板については溶接で，鉄筋については重ね継手長を確

保し、吊重量に耐えられるようフレア溶接で行なった。

なお、鉄筋継手部は凶-5に示すような構造となって

おり，特に心配された後行パネルの鉄筋かごの建込みに

ついても無事作業が完了できた。

(4) コンクリー卜工

コンクリート打設は、コンクリートのゆきわたりを考

慮、し、先行エレメントには 2本、後行エレメントには 6

本のトレミー管を用いて行い、 トレミー管先端のかぶり

を確保し、また、鉄筋かごの傾き及びねじれを防止.する

ために、同じ高さでコンクリートが打ち上がるよう、天

端を測定しながら行なった。また、連壁上部8m聞につ

いては棒状パイプレーターを用いて締囲めを行なった。

ノfイプレーターは鉄筋かご建込み時にセットしておき、

2m程度のかぶりを確保して、コンクリートの打設速度

に合せて引き抜く方法で用いた。

写真一4

鉄筋かご組立

ヤード

写真一 5 鉄筋かご建込み
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先行エレメントのコンクリート打設時における継手部

へのコンクリートの回り込みを防止するために、本工事

では，継手部側面へのコンクリート漏出防止シートの取

付け、本体コンクリート打設前の均しコンクリート(厚

50crn)の打設とそれの回り込みを防ぐための継手部底部

への格子枠の取り付け、仕切板背面の余掘部への砕石投

入等により対処した。

なお、コンクリートの回り込みにより仕切板が抜けな

くなることを防ぐために、打設後ジャッキにより縁切り

を行なった(最大負荷200ton程度)0 

コンクリートの現場配合を表-4に示すが，築島撤去

時、連壁上部の鉄筋かぶり部(側面より 15crn程度まで)の

コンクリートコアを採取し，圧縮強度試験を行なった。

その結果、圧縮強度の平均値(材令50日以上)が397kg/cnt

(t票準偏差75kg/cnt)で、標準供試体(σ28= 376kg/ cnt、標
準偏差17kg/cnt)と比べてバラツキが大きいものの、平均

圧縮強度については大差がなく、設計基準強度210kg

/cntを十分満足していることが確認された。

表-4 連壁の現場配合

粗骨材 スランプ ッ~~札ずH車 水セメ 細竹材 Ir.f，ì:量 (k~fni') 
の最大 ン卜j七よ十ず

、ti1;
wf c 水 セメント 細竹材 粍i竹邦li成水剤

(mm) (cm) (%) (%) (%) w c S 

20 118土2.51-1 :!:一LL4;)L 400 742 933 

(5) スライム処理

スライム処理は所定のコンクリートの品質及び支持力

を確保するうえで重要な作業の 1つである O

スライム処理は掘削終了後、掘削機による底ざらいを

入念に行なった後、表-5に不すようなスライム処理を

行なった。表中、後行エレメントの 1次スライム処理に

は継手部底部に堆積したスライムをも処理するために特

殊処理機(写真-6)を用いた。また、先行エレメントの

3次スライム処理は均しコンクリート上面に堆積した泥

組本子 ì~l~ 洗浄

表-5 スライム処理方法

処.flI1 }j υ、

先行エレメン卜 後1Jエレメシト

ウ寸ータージェソトによる

鉄筋，鋼紋にH桁したスラ
イムの|徐j、

ぬi削機による循環泥水の良!特殊処理機によるスライム
l次スライム処理 I~:':::::::~.~:::":~"u.""~，， I 

if~ iî'ï換(全 ;;jr~換処珂1(全出 H.if~iri 換)

， 鉄筋かごill込み後， トLミ-1l:とサクションポンプによ
2次スライム処.fIHI'

1るスライム処理

均しコンクリート札没後¥|

3 次スライム処理|トレミ-)~;とサクション';1什 一一一一

ンプによるスライム処.fIjI

スライム処月!は議内泌水の砂:Jt'千三がO.S%になるまでわう
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写真一 6

特殊スライム処理機

水の劣化物を除去するために行なった。

なお、継手部は先行エレメントの鉄筋かご建込みから

後行エレメントのコンクリートの打設まで長期間泥水に

さらされるので，スライムの付着を防止するために泥水

循環装置(凶-5参照)により泥水を循環させた。

連壁の掘削長の検尺結果より推定すると、 1次スライ

ム処理後から 2次スライム処理前までのスライムの堆積

量の平均は10.lcmとなっており、また、 2次スライムの

処理量の平均は20.3cmとなっている O これらの値は検尺

誤差、測定位置の誤差等の影響を大きく受けるのでバラ

ツキも非常に大きなものとなっていた。なお、スライム

処理量の方が大きいのは、 トレミー管内の測定であるの

で2次スライム処理時の部分的な掘れ込みが原因である

と考えられる O

今回、このように底ざらいを入念に行ない、循環泥水

を良液に置換したことは、スライム量を少なくするうえ

で有効であった。

(6) 安定液

本工事では安定液が海水の塩分の影響を受けるのでC

MCを主体とする配合とした。その基本配合を表-6に

示すが、 CMCの濃度は過去の実績から0.5%とし、ベ

ントナイト濃度は当地盤が比較的多くの細粒分を合んで

いることを考慮、し0.5%とした。また、分散剤等の添加

については適宜行なったが、ソイルセメント部の掘削時、

ソイルセメントに含まれるセメントによる劣化が心配さ

れたため、 20kg/ばの分散剤を予め添加することで対処

した。

表-6 安定液の基本配合

その他

分散剤，逸水|坊 11-舟l

変質防11剤jは状況に!むじ添加

安定液槽は岡山側、宇多津側それぞれに、約1，000m3

(後行エレメント分に相当)の掘削循環液槽と約1，000m3

の良液槽を設けた。それらの安定液の循環系統を図-11

に示す。

安定液の管理基準とその処置について表-7に示すが、

No. 43 '87.7 

循環泥水の試験頻度は昼夜各 1固とし、良液については

昼 1固とし、管理は沈砂効果とスライム処理の観点から

粘度を重点的に行ない、管理基準値内でも低めに押えた。

廃液処fII!

良液

1，似JOm'

循環液

1.0α)ml 

A:掘削時
B:スライム処理時
c:コンクリート打設時

図ー11 安定液等の循環系統図

表-7 安定液の管理基準とその処置方法

泥水の純奪iI 管理工nu I )'ì:.fI~)，よ itfl!i 処置

循環泌水

(捌削時)

脱水量 35cc以ト |良液、変質防l卜斉IJの補給

*t'i r支 22 -35sec I 22sec以下→良液補給

130sec以 1--→分散斉'Jの添加l
i仁 長 I 1.01ι 1.15 Il~if~の納給，分散布jの添加l
P 11 f，t( 7 -11 I 6. ;，)'1卜廃棄処分

jミ 液| 脱水回 :l5口、以卜 I f!.ia.変質防11-剤の補給
22-:l5sec 新11祉の補給*"1 I支

11:: 'f 
l 砂分，十f

1.01 -1.05 新械の補給.処用機のチ L "Jク

0.;，%)-1卜

新液 tt'l I支

{毒内泥水
(スうイム処舟時)1

砂うよヰ

山水 l
目見水与;

(コン?リ←ト Iヒ 'V:
.tf ~'.t ll.f) P I-Ifitl 

4. あとがき

22-30附 c I材料. (見練il;のチェック，配
{;変史

0.5%以卜 i0.5%以「までスライム処理

35 ccU卜 135刊以1-廃棄処分

1.01-1.15 I 1.15 U I ク

7 -11 1¥以|ク

以上、北浦港橋梁の連畦基礎の施工について述べたが、

本橋梁の特徴としては、 j毎Iγ部の築島上で、の施工で、ある

こと，過去に経験のない大深度の某礎であることなどで、

検討事項も多かったが、無事に連畦基礎の工事を完了出

来た。

本報告が今後いろいろな条件のもとで施工されるであ

ろう連壁基礎の工事の参考になれば幸いで、ある O

最後に、本工事が無事故で完了できたことを記し、鹿

島、東洋共同企業体、国鉄構造物設計事務所・基礎土構

造等、本工事に関係された皆様に誌面を借りてお礼申し

上げます。

参考文献

1)海野隆哉:地下連続墜を用いた函型剛体基礎の設計施工、

コンクリート:cq:、VOL22 No 6 June 1984. 
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因島大橋における塗装の維持管理報告
Report of Painting Maintenance Management on Innoshima Bridge 

向島管理事務所維持補修課長松井 勉

第二建設局建設第二課長代理
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Shigeru Hirano 

向島管理事務所 維持補修課長代理 金子正猪
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1. まえがき

本州四国連絡橋は腐食環境の厳しい海上に建設される

ため、塗装については、より確実な防錆が要求されると

ともに、耐周年数をできるだけ長くして補修塗装費を節

約する経済上の目的から、長期防錆型塗装系が採用され

ている。また、長期防錆型塗装系の特長を十分に発揮さ

せるためには，現場塗装を必要最小限に押さえ、できる

限り最終の上塗まで工場で塗装する必要がある O そこで

公団としては因島大橋において初めて、本格的にポリウ

レタン系長期防錆型塗装を上塗まで工場塗装で施工した

しかしながら、この塗装系の使用実績が過去にないた

め、実際の橋梁における塗膜劣化傾向が十分把握されて

おらず、また、補修塗装についても技術的に確立してい

ない。したがって、これらの問題を解決するために、因

島大橋が供用開始した昭和58年12月以来この 3年間、橋

体の塗装点検を継続して実施し、さらに昭和60年度から

は試験的に塗膜変状箇所の部分補修塗装を行っている O

また、昭和61年度には、塗装管理を効率的に行うため、

パーソナルコンピューターを利用した塗装管理システム

を部分的に開発した。

本報告は上記の成果について、紹介するものである D

2. 因島大橋の塗装仕様と塗装履歴

因島大橋の塗装仕様は表-1に示すように、塗装系で

分類すると、ポリウレタン系、タールエポキシ系、塩ゴ

ム系、その他(ガラスフレーク系)に区分することができ

表-1 塗装仕様と塗装履歴
(tf町、 m')

ケーブル アシカー
補同IJ 村J J{¥: ハンガプー フレーム等 小，nロ一 可々t許-

ポリウレタン系 156.400 16.400 172.800 

タールエポキシ系 6.600 44.100 200 2.700 53.600 

ガラスフレーク系 700 700 

温ゴム系 21.000 21，000 

{i 、 163，700 60.500 21，200 2司700 248.100 

i場塗装年度 S56-57 S53-54 S52-53 

現場塗装年度 S57-58 S 54 S 58 

補修主主装年度 54(5外8l白i) S(5;48 :蔚自11)
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るO ポリウレタン系は補剛桁及び塔の外面に適用し、

タールエポキシ系は外部から直接見えない補剛桁継手部

内面・塔内面・ケーブルサドル・ケーブルアンカーフ

レーム及び腐食環境の厳しい道路伸縮装置に用いている O

またメインケーブル・ハンガーロープについては塩ゴム

系を採用し、補剛桁のハンガーロープ定着補剛リブ内面

については補修塗装が困難なことから、半永久塗装とし

てガラスフレーク系を用いている O なお、塗装面積は合

計で約25万ばと膨大な数量になっている3)。

塗装は各構造の工場製作及び現場架設に合わせて施工

し、また、全体工程が約 7年と長いため、塗装後の経過

年数には大きな差が生じている O また、塔の外面及び

ケーブルアンカーフレームのストランド定着部は供用前

に全面補修塗装を行なっている O

3. 塗装点検

3. 1 点検概要

因島大橋の塗装点検は因島大橋点検要領(案) 4) (昭

和59年3月)に基づいて実施している O 点検にあたって

は、塗膜にできるだけ接近して橋梁全体の目視観察を実

施するとともに、代表的な箇所について塗膜インピーダ

ンス測定，ゴパン臼試験，付着塩分測定を行い、塗膜劣

化状況を調査している O なお、メインケーブル、ハン

ガーロープ、ケーブルサドル、ケーブルアンカーフレー

ムについては、執筆時点において、まだ点検中のため、

詳細については次の機会に紹介する予定である O

3.2 点検要領

(1) 目視観察

補剛桁の目視観察は主に補剛桁点検補修用作業車5)及

び検査路を利用して行っている O 補剛桁点検補修用作業

車上で点検する場合の人員配置は図-1に示すとおりで、

各人員配置に対して図-2の順序で実施している(写真

一 1参照)。また、検査路上から点検する場合は、安全

上 2~3 名のパーティで行なっている O 部材に近接でき

ない場合は望遠鏡を用いている。なお、点検野帳は r5. 

塗装管理システムの開発」で作成した用紙を使用してい

る。塔内面を点検する場合は，塔内エレベーターで一度

塔頂まで上がり、検査梯子で降りながら点検を実施して

いる O 塔外面については橋脚上、路面上、ケーブル上、

本国技報



(4) 付着塩分測定

塗装面を蒸留水で湿潤したガーゼで拭い(写真一 4)、

採取した付着海塩粒子の濃度を塩素イオン検知管で測定

し、 NaCl重量比に換算する O

主
構
ト
ラ
ス
及
び
白
歩
道

3.3 点検結果

(1) 点検結果の概要

塗装点検結果の概要を表-2に示す。この表から、局

部的な変状を除き、各構造の塗膜状態、は全体として健全

であるといえる。

表-2

-・・点検員
A及びE:上弦材、垂i白ー材、斜材
B及びD:下弦材、作業率レール
c 自歩道(作業事の運転、も含む)

←--+-

点検結果概要

主
横
ト
ラ
ス
及
び
下
横
構

付着温分
測定

。-50
mg/m' 

ゴパン[j試験

剥落面積0%
ただし牟部にシ

シク層で斜j離し

た筒rJT:f1り

t全膜インピーダン

スiPIJii::( 1 KH，) 

5XI0" n 以 L
(良)

一

な

祭

一

的

観

一

好

川

市
一
良
川
一
山

l
一

丈

昨

開た

掛

1
i十
I
l
l
i
-
-

一

桁

一

回

同

一

補

5X 10" nn I 
(良)

。-50
mg/m' 

剥治面積0%

ff<lJi事[III積0%
ただしー部に

30%以卜の}jJ離
あり

5X 10' n.LA I 
({.J.) 

良好

格内外出|ただしんj部的な

t員傷あり

良 H
道 路 lただしJ.，)剖;的な
伸縮}'<i官 1m傷あり

-・・点検員
A.B:E側の主績トラス(ド弦材、斜材、垂直材)及びド横構
C'D:W側の主横トラスn弦材、斜材、垂直材)及び卜横構

なお、ゴバン日試験は塗膜の付着力を調査する目的で

行うものであるが、補剛桁の場合、無機ジンクリッチペ

イント層の凝集破壊によって剥離したケースが2-3例

あった。この種の塗装系では、ある程度予想されている

ケースであり、これが直接塗膜の防錆効果を減少させる

JJj{囚にはならないと考えられる O しかし、支任等を受け

る筒所においては、塗膜の割れの原因にもなるので、施

工時にジンク層が厚くなり過ぎないように注意すべきで

あろう O また、道路伸縮装置の場合は、下地処理がパ

ワーツールであるため、処理の不十分な箇所で剥離が生

じている D ただし、これも日視観察結果と合わせて判断

すると、塗膜全体としての防錆効果は現在までのところ

十分であると言える O

(2) 局部的な塗膜変状

日視観察によって発見した塗膜変状を構造別に集計し

て表-3に示す。ケーブル関係については現在調査中で

あり、除外しているが、変状は微小なものを含め、全体

として約 5万4千個所に及んでいる O この内、部材数・

塗装面積が多い補剛桁が約8割を占めている O 一方、塔

外面は供用直前に全面的な補修塗装を実施しているため、

変状個所数は僅か859例所であった。なお、発錆個所の

大きさは」部を除き、 1 cnt以下のものがほとんどである O

代表的な塗膜の変状例を整理して表-4に示す。部材

エッジ部・ボルト部は、どうしても塗膜厚にむらが出や

すいので、膜厚が不足している箇所は経時劣化により，

錆が早期に発生する傾向がある O また，チョーキングは

経時劣化により当然生じるものであるが、上塗が淡彩色

であるとともに、長大橋の場合、近くから見られるケー

スが少ないことから，上塗の耐候性が確保されている限

りにおいて、維持管理上の問題は少ないと考えられる。

ポリウレタン系長期防錆型塗装の場合、ジンク層があ

補剛桁点検補修周作業車上の点検員配置図-1

I 11 I 

-I~I--li:dlーI一
一仁E7t1171-7EZ了一一
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塗膜インピーダンス

測定要領

補剛桁点検補修用作業車による点検順序

塔斜材上から、できるだけ

接近して望遠鏡を用いなが

ら点検している O

図-2

ケープルについてはケー

フ、、ルバンドボルト軸力調査

と同時に点検を行ない，

ケーブル検査車上から直接

観察することにした5)。

(2) 塗膜インピーダンス

測定

測定は図-3に示す手順

で、インピーダンスメー

ターを用いて行っている。

測定状況を写真一 2に紹介

する。

(3) ゴバン目試験

試験は、カッターナイフ

で塗膜に 5mmX5mmの9個

のます日ができるように、鉄素地面に達する切傷をつけ

るD 次に、そこに幅25mmのセロハンテープを密着させ、

一気に剥ぎとる(写真一 3参照)0 剥ぎとられた塗膜を観

察し、コ守パン日試験の評価基準に従って判定する O

図-3
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表一3

構造別塗膜変状

箇所数

(昭和61年11月現在)

膜損厚傷不の種類

足及び員会

膜の経年劣化に

よる錆

打痕傷の錆

補

補修イ、良部の錆

支Ii:面の検膜の
割れ

同IJ
主主膜表向の

チョーキング

化粧塗装の剥が

れ

残惚グリァト発

錆による塗膜の

桁 汚損

ステンレス而の

錆

亜鉛メッキ筒所

の錆

道路伸縮業貴

ステンレスレー

ルの錆

塗膜の剥れ

塗膜不足及び塗

膜の経年劣化に

よる錆

塔 打痕傷の錆

施 L不良による

ふくれ

内面塗装のプ

リード

構 造 筒所数

補 同IJ 村t 42，225(78.7%) 

道路伸縮装置 3，343 (6.2%) 

t斉 外 両 859 (J .6%) 

I存 内 而 7 ， 222 (I3 . 5 % ) 

ケーブル関係 調査中

んケーブル関係を除汁く 53，649000% ) 

表-1 塗膜の損傷例

筒所及び状況 N 1，~、

部材エソジ部 写真 5 エソジ部・ホ、ル卜部は特

ボルト部 写真 6 に膜!区小Jiに注意する

部材今般部 写!'(-7 11空膜をtnl1香しなし hように

部材エァジ部 写点-8 注意して施 Lし、 m傷し
ボルト部 '1メ!¥-9 た場合は規定のイ¥:様で補

修する

写真 10 規定のイu差で補修する
ハンガ一定蔚部写t~-11 支11面は l場寝食装にしな
メソキボルト使用筒所 いで現場員会装とする

写真一12

写真 13 化粧塗装する場介、 ト地

を十分j古掃する

主績トラスト弦材卜l自i 橋l剖舗装時ブラスト施 l

写真一14 した場合j市Mを十分行う

網}本版文本 1・*' 写真 15 ステンレスも錆びるの
で、可能範聞は塗装する

検脊路 写真一16 メッキ損傷筒所は千i機ジ
ンクリァチペイン卜で補

修する

'1;~\-17 ステンレスも錆びるの

で、可能範聞は塗装する

'I;兵一18

ボルト部 写真一19 ボルト部は特に膜!￥小J{

にit立する

主食膜を綴傷しないように

t荘内而 写真一20 it意して施 Lし、 f員傷し
た場合は規定のイ1:様で、補

修ーする

写真一21 施 L中の管理を厳しくす

る

写真一22 r全装間隔を十分とる

るため、打痕傷の箇所が直ちに錆びる例が少なく、 1~

2年後にようやく錆が目立ってくる傾向がある O また、

周辺のジンクのため、錆が広がらず、鋼材の内部に進む

傾向があるので注意する必要がある O また、これらの補

修を所定の仕様に従って施工しない場合、早期に再発錆

する危険がある O

支承の滑り面等にステンレスが用いられているが，湿

潤箇所では予想以上に錆が発生する O したがって、ステ

ンレス材の使用にあたっては、十分注意する必要がある

とともに、止むを得ず使用する場合は、滑り面として必

要以外の箇所は塗装することが望ましい(写真-23)0ま

た、亜鉛メッキも打痕部等に錆が生じており、今後塗装

で補修していく必要がある O

補剛桁の塗膜変状を分類集計して、図-4に示す。こ

の図より、発錆部の大部分は打痕・補修不良・不適切な
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塗膜表面の汚領 821 (2.0%) 経年劣化による錆
1，211 (2.9%) 

図-4 補剛桁の塗膜変状箇所(昭和62年1月現在)

塗装(支圧面の割れ)によるものであり、経年劣化による

発錆箇所は現在までのところ少ないと言える O

表-4に示した以外に、鋼床版Uリブの現場継手内及

び、伸縮装置取付用ハンドホール内にスズメが巣を作って

いるケースがある(写真 24)0これについては、防錆上、

烏が侵入しないように建設段階で塞ぐ必要がある。

また、ハンガ一定着部には、写真一25に示すフクレ及

びハガレが生じており、現在原因の究明と対策の検討を

行なっている O

4. 部分補修塗装調査

4. 1 調査概要

塗装点検の結果、全体として塗膜は健全であるにもか

かわらず、局部的な塗膜変状が数多く発見された。そこ

で、既設の補剛桁点検補修用作業車及ぴ検査路等を有効

利用して、これらの変状を補修し、塗膜全体としての健

全性を確保するとともに、全面補修塗装周期に延ばすこ

とが塗装管理上、合理的で経済的であると考えられる O

しかし、既設の設備だけでは補修可能箇所が限定され

るので、他の簡易な設備を追加して、変状箇所へのアプ

ローチ方法及び施工性を調査することにした。調査は昭

和6Q年度の 1次調査に引続き、昭和61年度2次調査を実

施しているD 各年度の調査範囲を図-5に示す。

なお、塔及び道路伸縮装置の調査結果は、紙面の関係

上、次回に報告するD

4.2 補剛桁の補修塗装仕様

補修塗装は、「鋼橋等塗り替え塗装基準(案)6)」に

基づき、表-5に示す仕様で行なった。写真一 7に示し

た変状の補修状況を写真一26~28に示す。なお上塗の塗

色については、既存の塗膜がチョーキング等で変化じて

いることも考えられたので、色見本で色相調査を事前に

実施した(写真一29)0その結果、既存の塗膜には光沢の

低下が認められるが、 N7.5~8 の問でどちらかという

とN7.5に近いことが判り、建設時と同じN7.5の上塗塗

料を使用することにした。
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4.3 アプローチ設備と調査結果 4.4 部分補修塗装の問題と対応

部分補修塗装には以下の問題がある。部分補修塗装調査で使用したアプローチ設備と調査結

果を整理して表 6に、作業状況を写真一30-36に示す。

現段階では、各設備に各々いくつかの間題点があるが

これらの設備を組み合せることにより、補剛桁の端パネ

ルの一部を除き、部分補修塗装が全て可能になった。高

所作業車については、 2車種について比較調査を行ない、

その結果、バ yテリ一式作業車の方が作業性が良いこと

がわかった。各設備の作業可能範開が重複する筒所もあ

るが、作業性から判断して、図-6に示す作業分担が適

当である O なお、実際に補修する場合は、作業能率が良

い設備のj[1巨に作業を行い、能率の低い設備の使用は最小

限に押える方がT期短縮につながり、経済的である。

(1) 昭和60年度の塗装点検結果を基に補修箇所数を予測

しているが、これに比べて実際の補修箇所数がかなり

多い(昭和61年度予定約4300筒所、実績7000箇所)0 こ

表-5 補剛桁補修塗装仕様

適用筒I~r 検符え~.f ヲ干、地凋t:¥' 第l桝
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図-5 部分補修塗装調査範囲

表-6 アプローチ設備と調査結果
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図-6 各設備の作業範囲

の原肉として、以下の項目が考えられる O

1 ) 点検後も変状筒所数が白然増加する。 2)補

修時には塗膜にi町長アプローチするので，微小な変状

も発見できる o 3)補修作業中に何度も目視観察をす

ることになるので見落しが少なし'0 4)点検作業マ

ニュアルが完備されていないため、点検uの個人差が
生じる O この問題に対しては，点検マニュアルの完備、

点検員の教育及ぴ実績を踏えた変状筒所数の補正等が

必要であるとともに、点検をしながら発見した変状を

即その場で補修していくんけ;も:;.・えられる。

(2) 部分補修塗装の全作業時間のうち 8割以上がアプ

ローチに要しているが、現行の補修塗装仕様では、微

小な錆を補修する場合でも、 5回もアプローチする必

要がある O したがって、部分補修塗装を経済的に行な

うためには、 1-2層で補修可能な塗料の開発がぜひ

とも必要である O

(3) 部分補修塗装により、塗膜寿命がどの程度延びるか

不明であり、追跡調宜する必要がある。

(4) 部分補修塗装の場合、補修忘れ筒所がどうしても出

てくるので，現場に技術者を常駐させて、塗装工を指

導する必要がある O

5. 塗装管理システムの開発

5.1 開発の目的

因島大橋の塗装面積は、約25万m2と膨大であり、また、

塗装点検で確認された塗膜変状箇所数は、昭和61年度で

5万か所を越えている O

今後維持管理を計画的に実施するためには、塗膜変状

データを適切に集計し，塗膜の現状並びに補修履歴等を

容易に把握できるシステムが必要である O また、これら

のデータを補修塗装工事に活用していく必要がある。

しかし、要求を満足させるシステムは、過去に例がな

いため、昭和61年度においては、塗装管理システム全体

の基本検討を行なうとともに、管理事務所所有のパーソ
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ナルコンピューターを使用して、システムの基本となる

塗膜変状を集計できるソフトウェアを開発することにし

た。

5.2 使用機種等

使用機種は向島管理事務所で所有している FM16s

(ユザ-RAM:1Mバイト)、及び周辺機器とし、その

構成は写真一37に示すとおりである O また、使用言語は

MS-DOS及び日本語F-BASICである O

さらに、データファイルとして、 5インチフロッピー

ディスクを使用しているため、入力データが増加しでも

フロッピーディスクの交換で対応可能である O

5.3 操作方法等

(1) 日本語を用いた対話方式とし、操作を容易にした。

(2) 入力はマウスを主とし、入力速度を早くした。

(3) カラーディスプレイにより、視覚を向上した。

(4) 誤入力をプログラム内部で判断・処理可能なように

配慮した。

(5) カラーディスプレイ上の画像をそのままXYプロッ

ターにより，作画出来るようにした。

5.4 昭和61年度の成果

システム全体の構成を図-7に示す。昭和61年度に開

発した範囲は点線枠内で、補剛桁について部材形状等の

基礎データファイル及び変状データ入力プログラム・変

状調書作成プログラムを開発した。部材選定ディスプレ

イを写真一38に、パネル分の主構トラス上弦材(箱断面)

を面展開して変状を入力した例を写真一39に示す。変状

データは補修塗装仕様毎のデータで実用上十分であると

判断しA-Dの4種類で入力することにした。また実際

の補修塗装を考慮して、小さな変状の場合は筒所当

りの実面積を10cmX 10cmとし、これ以上については任意

の寸法で変状を入力できるようにした。なお、このシス

テムを使用する場台、変状入力ディスプレイと同じ

フォーマットの塗装点検野帳を使用する必要があるので

白紙の変状入力ディスプレイをXYプロッターで作凶

(縮尺1/50)して，野帳を作成することにした。

5.5 今後の開発予定

これまでの成果を活用すると、補修塗装計画立案に必

要な塗装健全度判断システム・概算工費算定システム・

工事発注用資料作成システムの開発が可能である O さら

に補修履歴ファイルを組合せることにより、塗装管理に

最低必要なデータを容易に入手可能になるであろう O

これらのシステムについては、この 1-2年のうちに

実用化する方向で検討中で、さらに残っている塔・ケー

ブル・道路床組等の各構造に拡張していく予定である O

なお、本システムの基本ソフトは今後開発されるであ

ろう疲労部材管理システム・電波吸収材管理システム・

部材変状管理システム及びコンクリート健全度管理シス
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不要

注)~コ内は外部作業

図-7 塗装仕様管理システムの構成

写真一 1 目視点検状況

写真一3 ゴパン目試験
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テム等に十分対応可能であり、橋梁のメインテナンスに

とって大いに役立つものと考えられる O

6. あとがき

因島大橋はポリウレタン系長期防錆型塗装を本格的に

採用した国内で初めての橋梁で、補修塗装については工

事段階における補修を除き、過去に実績がない。このた

め、供用まもない本橋の塗装管理は試行的に行なわれて

いるD したがって、本報告は途中成果の紹介にならざる

を得なかったが、昭和63年春に供用が迫ったDルートの

長大橋梁を始め、他の橋梁の維持管理に多少なりとも参

考になれば幸いである O

最後に、本報告で紹介した業務を担当した(栂本州四国

連絡橋エンジ二アリングの担当者に感謝の意を表します。
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i I二二;ム二二JI
写真一5 鋼床版縦桁下フランジエッジ部の錆(膜厚不足) 写真一6 ウインドシュー取付ボル卜部の錆(膜厚不足)

写真一7 打痕による部材一般部の錆 写真一 8 打痕による部材工ッジ・部の錆

写真一9 打痘によるボルトの錆 写真一10 補修不良部の錆

写真一11 ハンガーソケット定着部の支圧による塗膜の割れ 写真一12 塗膜表面のチョーキング

写真一13 施工不良による化粧塗装のはがれ 写真一14 残留グリッドの発錆による塗膜の汚れ
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写真一15 鋼床版支承ステンレス滑り面の錆 写真一16 亜鉛メッキ箇所(検査路)の錆

写真一17 道路伸縮装置ステンレスレールの錆 写真一18 道路伸縮装置櫛の錆

写真一19 経年劣化によるボルトの錆(塔内面) 写真一20 打痕による塔内ダイヤフラムの錆

写真一21 施工不良による塗膜のふくれ 写真一22 塔内面塗装のブリード

写真一23 鋼床版支承ステンレス面の塗装 写真一24 鋼床版Uリブ内の鳥の巣
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写真-25 ハンガ一定着部め変状

写真一26 素地調整状況

写真一27 下塗作業状況

写真一28 上塗作業状況 写真一29 補修塗料の色相調査

，写真一30 補修桁点検補修用作業車上での補修作業

写真一31 ゴンドラ(デッキタイプ)による補修作業 写真一32 伸縮作業足場による補修作業
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写真一33 簡易足場による補修作業 写真一34 高所作業車(トラックタイプ)

による補修作業

写真一36 チェア型ゴンドラによる補修作業

写真一38 部材撰択ディスプレイ
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写真一35 高所作業車(バッテリ一式)

による補修作業

写真一37 停周樽種

写真一39 変化入力ディスプレイ
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